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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高（百万円） 35,411 37,990 40,239 29,040 31,962

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△1,820 166 531 411 291

当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
620 △264 △280 381 469

包括利益（百万円） － － － － 496

純資産額（百万円） 2,522 2,205 2,082 2,440 2,936

総資産額（百万円） 30,800 27,657 23,856 19,214 19,814

１株当たり純資産額（円） 76.89 67.29 63.56 74.47 89.63

１株当たり当期純利益又は１株当

たり当期純損失(△)（円）
18.93 △8.06 △8.57 11.64 14.34

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 8.2 8.0 8.7 12.7 14.8

自己資本利益率（％） 27.3 △11.2 △13.1 16.9 17.5

株価収益率（倍） 7.1 － － 4.1 4.0

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
1,419 △1,877 1,117 3,440 △92

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
293 60 △84 △140 △215

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
477 △3,424 161 △1,633 △238

現金及び現金同等物の期末残高

（百万円）
6,702 1,460 2,654 4,321 3,774

従業員数（人） 406 355 365 359 371

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．平成20年３月期及び平成21年３月期の株価収益率については、当期純損失を計上したため、記載しておりま

せん。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高（百万円） 34,939 37,567 39,981 29,030 31,961

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△1,806 150 492 410 292

当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円）
594 △168 △286 386 471

資本金（百万円） 1,640 1,640 1,640 1,640 1,640

発行済株式総数（千株） 32,800 32,800 32,800 32,800 32,800

純資産額（百万円） 2,424 2,204 2,076 2,439 2,937

総資産額（百万円） 30,464 27,463 23,750 19,214 19,814

１株当たり純資産額（円） 73.96 67.27 63.38 74.45 89.65

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)

（円）

－

 （－）

－

 （－）　

－

 （－）

－

 （－）

－

 （－）

１株当たり当期純利益又は１株当

たり当期純損失（△）（円）
18.12 △5.14 △8.74 11.80 14.38

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 8.0 8.0 8.7 12.7 14.8

自己資本利益率（％） 27.1 △7.3 △13.4 17.1 17.5

株価収益率（倍） 7.5 － － 4.1 4.0

配当性向（％） － － － － －

従業員数（人） 390 342 357 359 371

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．平成20年３月期及び平成21年３月期の株価収益率については、当期純損失を計上したため、記載しておりま

せん。
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２【沿革】

昭和９年２月 個人企業を株式会社組織に改め、資本金50万円をもって㈱森組を設立

昭和24年10月 建設業法による建設大臣登録

昭和36年９月 東京営業所開設（昭和39年４月支店昇格）

昭和38年７月 大阪証券取引所市場第二部へ株式上場

昭和46年２月 宅地建物取引業法による大阪府知事免許を取得（昭和51年７月建設大臣許可に許可換）

昭和46年11月 採石法による採石業者登録

昭和48年12月 建設業法改正により建設大臣許可を取得

昭和51年９月 総合スポーツ施設㈱設立（平成21年10月　会社清算結了）

昭和59年８月 大拓林業㈱設立（平成23年３月　解散、現在清算手続き中）

昭和63年１月 東京本店設置

平成２年12月 阪急電鉄㈱の関連会社となる（第三者割当増資）

平成６年６月 大阪本店設置

平成８年６月 東京支店を東京本店に併合

平成19年５月 阪急電鉄㈱の関連会社から外れ、㈱長谷工コーポレーションの関連会社となる（阪急電鉄㈱か

ら㈱長谷工コーポレーションへの株式譲渡）

 

３【事業の内容】

　当社グループは、当社、子会社１社及びその他の関係会社１社で構成されており、建設事業、不動産事業、砕石事業を

主たる業務とし、さらに各々に付帯する事業を行っております。

　当社グループの事業内容及び当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　なお、次の３事業は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記」に掲げるセグメントの区分と

同一であります。

建設事業　　　当社は総合建設業を営んでおります。

不動産事業　　当社は不動産事業を営んでおり、不動産の開発・売買を行っているほか、子会社である大拓林業㈱が不動

産の開発・売買を担当しております。

砕石事業　　　当社は砕石事業を営んでおります。

　

事業の系統図は次のとおりであります。

４【関係会社の状況】
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名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合
又は［被所有］割
合（％）

関係内容

（連結子会社）      

大拓林業㈱ 大阪市中央区 30 不動産事業 100.0

当社不動産事業の

協力

役員の兼務１名

（その他の関係会社）      

㈱長谷工コーポレー

ション（※）
東京都港区 57,500

設計施工関連事業

不動産関連事業
［29.31］

当社への工事の発

注

工事の共同施工

　（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．※は有価証券報告書を提出しております。

３．当連結会計年度において、連結子会社であった大拓林業㈱は平成23年３月31日付で解散しており、現在清算

手続き中であります。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 （平成23年３月31日現在）

セグメントの名称 従業員数（人）

建設事業 313

不動産事業 13

砕石事業 13

報告セグメント計　 339

全社（共通） 32

合計 371

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(2）提出会社の状況

 （平成23年３月31日現在）

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

371 41.4 16.8 5,542,457

　

セグメントの名称 従業員数（人）

建設事業 313

不動産事業 13

砕石事業 13

報告セグメント計　 339

全社（共通） 32

合計 371

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。）で記載しておりま

す。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。　

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な外需や政府の景気刺激策により、ゆるやかに回復してまいりました

が、円高の長期化、デフレの進行、原油価格の高騰や冷え込んだ雇用情勢等により、先行きに不透明感を払拭できない

まま推移し、また、東日本大震災の発生による影響は図り知れず、今後の経済見通しは予断を許さない状況でありま

す。

建設業界におきましても、公共建設投資や民間設備投資は低調に推移しており、首都圏・近畿圏ともに当連結会計

年度末に向かうにつれ民間住宅契約率に回復傾向がみられましたものの、依然として受注環境は非常に厳しいものと

なりました。

このような状況下、当社グループは、株式会社長谷工コーポレーション、阪急電鉄株式会社及び当社の３社による戦

略的連携を基盤として、総力を挙げて量的受注増大から質的な充実、即ち利益率や生産性の向上を目指し、案件やエリ

アの選択と集中、厳しい与信管理を含めたリスク管理の徹底、安全と品質を軸とした現場力の強化などの堅実な戦略

を継続的に実行し、経営基盤の強化施策を一層推進いたしました。

その結果、連結工事受注高は27,786百万円（前年同期比6.3％減）となり、公共建設投資削減の影響もあり減少いた

しました。この工種別内訳は、土木工事31.8％、建築工事68.2％の割合であり、また発注者別内訳は、官公庁工事

23.0％、民間工事77.0％の割合となりました。

また、連結完成工事高は当期の工事受注高が減少したものの、当期首手持工事の出来高進捗率が高かったこと等に

より31,334百万円（前年同期比10.4％増）となり、これに兼業事業売上高の627百万円を加えた連結売上高は31,962

百万円（前年同期比10.1％増）となりました。

しかしながら、連結売上高は増加したものの熾烈な受注競争から建築事業の利益率が低下し、連結経常利益は291百

万円（前年同期比29.1％減）となりました。　

これに特別利益として受取契約精算金117百万円、貸倒引当金戻入額66百万円等を計上した結果、連結当期純利益は

469百万円（前年同期比23.2％増）と２期連続の黒字を達成することができました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①建設事業　　　建設事業においては、上記状況の下、受注高27,786百万円（前年同期比6.3％減）、売上高31,334百万

円（前年同期比10.4％増）、セグメント利益984百万円（前年同期比14.6％減）となりました。　　

②不動産事業　　不動産事業においては、売上高80百万円（前年同期比27.4％減）、セグメント利益52百万円（前年

同期比41.7％増）となりました。

③砕石事業　　　砕石事業においては、売上高546百万円（前年同期比1.9％増）、セグメント利益25百万円（前年同期

は42百万円の損失）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が501百万円（前年同期比23.2％増）であり、長期

営業外未収入金の減少額449百万円、仕入債務の増加額555百万円等の増加要因があったものの、売上債権の増加額839

百万円、貸倒引当金の減少額399百万円等の減少要因により△92百万円（前年同期は3,440百万円）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フロ－は、無形固定資産の取得による支出188百万円等の減少要因により△215百万円

（前年同期は△140百万円）となりました。 

　財務活動によるキャッシュ・フロ－は、長期借入による収入150百万円、短期借入金純増額が134百万円あった一方、

長期借入金の返済による支出492百万円等の減少要因により△238百万円（前年同期は△1,633百万円）となりまし

た。

　以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末より546百万円減少し、3,774百万

円（前年同期比12.6％減）となりました。 
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）受注実績

　　受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

セグメントの名称
前連結会計年度

（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自平成22年４月１日
至平成23年３月31日）

建設事業（百万円） 　　   29,642 　　   27,786 (  △6.3%　 ) 

不動産事業（百万円） 　　 　－ 　　   － ( 　  －%　 ) 

砕石事業（百万円） 　  　　－    － (　   －%　 ) 

合計（百万円）  29,642 　　   27,786 (  △6.3%　 ) 

(2）売上実績

　　売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

セグメントの名称
前連結会計年度

（自平成21年４月１日
至平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自平成22年４月１日
至平成23年３月31日）

建設事業（百万円） 　　   28,393 　　   31,334 (   10.4%　 ) 

不動産事業（百万円） 　　   111 　　   80 ( △27.4%　 ) 

砕石事業（百万円）    536    546 (    1.9%　 ) 

合計（百万円） 　　   29,040 　　   31,962 (   10.1%　 ) 

　（注）１．当社グループ（当社及び連結子会社）では建設事業以外は受注生産を行っておりません。

２．当社グループ（当社及び連結子会社）では生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記

載しておりません。

３．セグメント間取引については、相殺・消去しております。

４．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

前連結会計年度 

 　　　（株）長谷工コーポレーション　　　5,914百万円　　20.8％

　　　　大阪府　　　　　　　　　　　　　 3,041百万円　　10.7％

当連結会計年度 

 　　　（株）長谷工コーポレーション　　 10,466百万円　　33.4％

　　　　国土交通省　　　　　　　　　　　 4,494百万円　　14.3％　

　　　　大阪府　　　　　　　　　　　　　 3,634百万円　　11.6％
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　なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりであります。

建設事業における受注工事高及び施工高の状況

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高　

第77期（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

工事別

前事業年
度繰越工
事高
（百万円）

当事業年
度受注工
事高
（百万円）

計
（百万円）

当事業年
度完成工
事高
（百万円）

翌事業年度繰越工事高 当事業年度
施工高
（百万円）

手持工事高
（百万円）

うち施工高
（百万円）

      ％   

土木工事 26,01413,10039,11513,12325,9920.36 92 12,732

建築工事 13,19316,54129,73515,26914,4650.03 4 14,719

計 39,20829,64268,85028,39340,4570.24 97 27,452

　

第78期（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

工事別

前事業年
度繰越工
事高
（百万円）

当事業年
度受注工
事高
（百万円）

計
（百万円）

当事業年
度完成工
事高
（百万円）

翌事業年度繰越工事高 当事業年度
施工高
（百万円）

手持工事高
（百万円）

うち施工高
（百万円）

      ％   

土木工事 25,9928,84934,84113,86520,9760.41 85 13,858

建築工事 14,46518,93733,40217,46915,9330.15 23 17,488

計 40,45727,78668,24431,33436,9090.30 109 31,347

　（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、当事業年度受注工事高に

その増減額を含めております。したがって、当事業年度完成工事高にも係る増減額が含まれております。

２．翌事業年度繰越工事高のうち施工高は未成工事支出金により手持工事高の施工高を推定したものでありま

す。

３．当事業年度施工高は（当事業年度完成工事高＋翌事業年度繰越施工高－前事業年度繰越施工高）に一致い

たします。

②　受注工事高の受注方法別比率

　工事受注方法は、特命と競争に大別されます。

期別 区分 特命（％） 競争（％） 計（％）

第77期

（自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日）

土木工事 24.5 75.5 100

建築工事 74.6 25.4 100

第78期

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）

土木工事 46.5 53.5 100

建築工事 87.3 12.7 100

　（注）　百分比は請負金額比であります。
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③　完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

第77期

（自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日）

土木工事 10,169 2,953 13,123

建築工事 702 14,567 15,269

計 10,872 17,520 28,393

第78期

（自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日）

土木工事 10,991 2,873 13,865

建築工事 1,188 16,280 17,469

計 12,180 19,154 31,334

　（注）１．完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。

第77期　請負金額10億円以上の主なもの

神鋼不動産（株） （仮称）高槻市富田丘計画新築工事

名鉄不動産（株） （仮称）メイツ南千住６丁目（Ａ敷地）新築工事

セントラル総合開発（株） （仮称）クレアシティ上野芝計画新築工事

福岡県 小倉北警察署・北九州市警察部庁舎新築工事

（株）エイビス （仮称）プレジール大久保新築工事

第78期　請負金額９億円以上の主なもの

中日本高速道路（株） 舞鶴若狭自動車道 気山工事 

新星和不動産（株） （仮称）東淀川・小松プロジェクト－西棟・東棟

　建設工事

名鉄不動産（株） （仮称）メイツ南千住６丁目（Ｂ敷地）新築工事

大阪府 都市計画道路大和川線 三宅堀割盛土工事

大阪府住宅供給公社 千里丘陵Ｃ団地住宅改善事業建設工事

　２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりでありま

す。

第77期

 　（株）長谷工コーポレーション　　　5,914百万円　　20.8％

　　大阪府　　　　　　　　　　　　　 3,041百万円　　10.7％

第78期

 　（株）長谷工コーポレーション　　 10,416百万円　　33.2％

　　国土交通省　　　　　　　　　　　 4,494百万円　　14.3％　

　　大阪府　　　　　　　　　　　　　 3,634百万円　　11.6％

　

EDINET提出書類

株式会社　森組(E00130)

有価証券報告書

10/98



④　手持工事高（平成23年３月31日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

土木工事 13,706 7,269 20,976

建築工事 1,315 14,617 15,933

計 15,022 21,887 36,909

　（注）　手持工事のうち請負金額19億円以上の主なものは、次のとおりであります。

中日本高速道路（株） 舞鶴若狭自動車道 美浜インターチェンジ工事 　平成23年10月完成予定

中日本高速道路（株） 舞鶴若狭自動車道 高野工事　 　　　　　　　　平成25年８月完成予定

大阪府 都市計画道路大和川線 常磐東開削トンネル工事 平成23年12月完成予定

大阪府 都市計画道路大和川線 シールド工事 　　　    平成25年６月完成予定　　　　

　　　　　　　　　

阪急電鉄（株）

 

京都線・千里線淡路駅周辺連続立体交差工事の  平成38年３月完成予定

うち土木関係工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 
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３【対処すべき課題】

建設業界の今後の見通しにつきましては、公共建設投資及び民間設備投資ともに依然低調に推移するものと予想さ

れ、民間住宅分野が回復傾向にはあるものの、非常に厳しい受注環境が今後も続くものと予測されます。

このような状況下、当社グループは、事業環境の変化やエリア戦略に対応する選択と集中を一層鮮明にすることに

より人的資源を有効に活用し、新会計システムの構築や内部統制の強化による経営の可視化、リスク管理の徹底、コス

ト競争力の強化などの戦略を継続的に実行し、経営基盤の強化を更に推し進めてまいります。

また、熾烈な競争に勝ち残るために、独自の提案力、購買力、管理力、スピード、技術力とともに、品質と安全性を高め

ることで、お客様から評価していただける事業モデルを構築してまいります。

土木事業におきましては、関西圏を中心とした地域ドミナントを強化しつつも、事業環境の変化に対応できる機動

力を維持し、「提案力」、「品質力」及び「コスト力」に更に磨きをかけ、得意とする鉄道・道路・トンネル・土壌汚

染対策関係に注力してまいります。

建築事業におきましては、営業部門の業務構造を刷新し、提案力の向上や情報ネットワークの構築を図り、不動産を

コアとしたビジネスモデルである「土地からの企画提案型営業」、「不動産仲介等のフィービジネス」を更に推進・

深化拡大してまいります。

リフォーム事業におきましては、企画提案型による営業展開に注力し、「大規模修繕工事」を中心とした大型案件

受注による量的増大を図ってまいります。　

当社グループでは、事業本部毎に独立採算にて自立できる収益体質を目指しており、来期中に導入予定の新会計シ

ステムにより、工事原価をリアルタイムに可視化し、分析・管理する体制を強化し、コスト力・ＶＥ等により、最終的

には四半期毎の決算においても黒字となるよう、事業モデルの構築を推進してまいります。

また、全社及び各業務における内部統制の徹底強化に努めると同時に、内部監査につきましても、より一層の厳格化

を図り、あらゆるリスクについて可能性を検討し、チェック機能を強化してまいります。

以上の様な事業環境を勘案の上、平成23年度の業績を次のように見通します。

　　（当社個別業績見通し）

　　　受注高　　　　 34,900百万円

　　　売上高　 　　　38,130百万円

　　　営業利益　　 　　 540百万円

　　　経常利益　　 　　 400百万円

　　　当期純利益　　　　340万万円 　　
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４【事業等のリスク】

　当社グループの事業に関するリスクについて、重要な影響を及ぼす可能性のある主な事項には、以下のようなものが

あります。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応

に努めております。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成23年３月31日）現在において当社が判断したもの

であります。

１．建設市場の動向によるリスク　

　予想を上回る公共工事の削減及び民間建設需要の減少や価格の大幅な変動等著しい環境変化が生じた場合に

は、業績に影響を及ぼす可能性があります。

２．取引先の信用リスク　　

　建設業においては、工事毎及び取引先毎の請負金額が大きく、また多くの場合には、工事の引き渡し時期に多額

の工事代金が支払われております。このため、工事代金を受領する前に取引先が信用不安に陥った場合には、業績

に影響を及ぼす可能性があります。

３．金融リスク　　

　時価のある有価証券は全部純資産直入法を採用しており、通常損益には影響を与えませんが、金融市場における

予期せぬ経済情勢の変化や、マーケットの急激な変化等により、株価が大幅に変動した場合には、業績に影響を及

ぼす可能性があります。

　また、金利水準の急激な上昇など、将来の金利情勢によっては、業績に影響を及ぼす可能性があります。

４．資材価格等の変動　　

　原材料の価格が高騰した際、請負金額に反映する事が困難な場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。　

５．地価等の変動

　地価等に変動があった場合における不動産の売買・評価について、業績に影響を及ぼす可能性があります。

６．製品の欠陥　

　品質管理には万全を期しておりますが、かし担保責任による損害賠償が発生した場合は、業績に影響を及ぼす可

能性があります。

７．法的規制のリスク

　建設業法、建築基準法、独占禁止法、建設リサイクル法、労働安全衛生法、個人情報保護法等により法的な規制を

受けておりますが、これらの法律の改廃や規制強化等があった場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

５【経営上の重要な契約等】

　特記すべき事項はありません。  

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　 当社グループの当連結会計年度に係る財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおり　で

あります。

　 　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　（１）重要な会計方針及び見積り

　　 当社グループの連結財務諸表は、わが国おいて一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております

が、この連結財務諸表の作成にあたっては、経営者により、一定の会計基準の範囲内で見積りが行われている部分があ

り、資産、負債並びに収益、費用の数値に反映されております。これらの見積りについては、継続して評価し、必要に応

じて見直しを行っておりますが、見積りには不確実性が伴うため、実際の結果は、これらと異なることがあります。

　（２）財政状態の分析

   　当連結会計年度末における総資産は19,814百万円となり、前連結会計年度末に比べ599百万円増加しました。これは

主として売上債権が増加したことによるものです。

　 　当連結年度末における負債合計は16,877百万円となり、前連結会計年度末に比べ103百万円増加しました。これは主と

して仕入債務が増加したことによるものです。

　　 当連結会計年度末における純資産は2,936百万円となり、前連結会計年度末に比べ496百万円増加しました。これは主

として利益剰余金が増加したことによるものです。

　（３）経営成績の分析

　　 当連結会計年度の工事受注高は27,786百万円（前期比6.3％減）となり、公共建設投資削減の影響もあり減少いたし

ました。この工種別内訳は、土木工事31.8％、建築工事68.2％の割合であり、また発注者別内訳は、官公庁工事23.0％、

民間工事77.0％の割合となりました。

 　　また、連結完成工事高は当期の工事受注高が減少したものの、当期首手持工事の出来高進捗率が高かったこと等によ

り31,334百万円（前期比10.4％増）となり、これに兼業事業売上高の627百万円を加えた連結売上高は31,962百万円

（前期比10.1％増）となりました。

　　 しかしながら、売上高は増加したものの熾烈な受注競争から建築事業の利益率が低下し、連結経常利益は291百万円

（前期比29.1％減）となりました。

 　　これに特別利益として受取契約精算金117百万円、貸倒引当金戻入額66百万円等を計上した結果、連結当期純利益は

469百万円（前期比23.2％増）となりました。

 　（４）キャッシュ・フローの分析

　　 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が501百万円（前年同期比23.2％増加）であり、長期

営業外未収入金の減少449百万円、仕入債務の増加555百万円等の増加要因があったものの、売上債権の増加839百万円、

貸倒引当金の減少額399百万円等の減少要因により△92百万円（前年同期は3,440百万円）となりました。

　　 投資活動によるキャッシュ・フロ－は、無形固定資産の取得による支出188百万円等の減少要因により△215百万円

（前年同期は△140百万円）となりました。

 　　財務活動によるキャッシュ・フロ－は、長期借入による収入150百万円、短期借入金純増額が134百万円あった一方、長

期借入金の返済による支出492百万円等の減少要因により△238百万円（前年同期は△1,633百万円）となりました。

　　 以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末より546百万円減少し、3,774百万円

（前年同期比12.6％減少）となりました。

　「第２．事業の状況」における各事項の記載については消費税等抜きの金額で表示しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

    　当連結会計年度においては、「建設事業」「不動産事業」「砕石事業」ともに特段の設備投資は行っておりません。

 

２【主要な設備の状況】

（１）提出会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　 平成23年３月31日現在

事業所
（所在地）

セグメントの
名称

帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物・構
築物

機械・運
搬具・工
具器具・
備品

土地
リース資
産

合計
面積(㎡) 金額

本社・大阪本店

（大阪市中央区）

建設事業・

管理統括業務
769 19 423 257 17 1,063 284

東京本店

（東京都中央区）

建設事業・

管理統括業務
－ 1 － － 3 4 67

社機材センター

（兵庫県社町）
建設事業 31 54 11,366 161 － 247 7

生瀬砕石所

（兵庫県西宮市)
砕石事業 － 89 361,1481,143 36 1,268 13

（２）国内子会社

　重要な設備はありません。

　（注）１．帳簿価額に建設仮勘定は含まれておりません。

２．建物の一部を連結会社以外から賃借しております。賃借料は80百万円であります。　

　

３【設備の新設、除却等の計画】

（１）重要な設備の新設等　

　該当事項はありません。

 

（２）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。

「第３．設備の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成23年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年６月24日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 32,800,000 32,800,000
㈱大阪証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 32,800,000 32,800,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　記載事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成16年８月３日　 － 32,800,000△5,373 1,640 － －

　（注）資本金の減少は、欠損補填5,170百万円及びその他資本剰余金への振替202百万円によるものであります。
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（６）【所有者別状況】

 平成23年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株

式の状況

（株）

政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 9 13 85 2 3 1,429 1,541 －

所有株式数（単元） － 6,254 235 15,739 7 20 10,44732,70298,000

所有株式数の割合

（％）
－ 19.12 0.72 48.13 0.02 0.06 31.95 100 －

　（注）１．自己株式36,485株は、「個人その他」に36単元及び「単元未満株式の状況」に485株含めて記載しておりま

す。

２．上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の失念株式数が1単元含まれております。 　

（７）【大株主の状況】

 平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱長谷工コーポレーション 東京都港区芝２丁目32番１号 9,575 29.19

阪急電鉄㈱ 大阪府池田市栄町１番１号 2,960 9.02

㈲フォーレ 大阪市中央区平野町３丁目４番２号 2,023 6.17

森組取引先持株会 大阪市中央区道修町４丁目５番17号 1,386 4.23

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 1,290 3.93

㈱りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 1,190 3.63

富士火災海上保険㈱ 大阪市中央区南船場１丁目18番11号 1,123 3.42

㈱みなと銀行 神戸市中央区三宮町２丁目１番１号 750 2.29

㈱近畿大阪銀行 大阪市中央区城見１丁目４番27号 678 2.07

今井　修 大阪市平野区 591 1.80

計 － 21,566 65.75
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　 　　36,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　32,666,000 32,666 －

単元未満株式 普通株式       98,000 － －

発行済株式総数 32,800,000　 － －

総株主の議決権 － 32,666 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が1,000株（議決

　　　　権の数1個）含まれております。

②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

㈱森組

大阪市中央区道修町

４丁目５番17号
36,000 － 36,000 0.11

計 － 36,000 － 36,000 0.11

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。 
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２【自己株式の取得等の状況】
 【株式の種類等】  会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

 （１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません。

 

 （２）【取締役会決議による取得の状況】

 　　　　 該当事項はありません。

 

 （３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,796 80,708

当期間における取得自己株式 520 27,040

（注）当期間における取得自己株式には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。

 （４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株

式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行った取得自己株式
－ － － －

そ　の　他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
－ － － －

保有自己株式数 36,485 － 37,005 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、企業体質の強化及び将来の事業展開等を総合的に判断した上で、業績を勘案した健全な配当を通じて、株主

に利益還元することを基本方針としております。

　当社は、年１回期末に剰余金の配当を行うことを基本方針としており、この剰余金の配当の決定機関は、株主総会で

あります。

　内部留保資金の使途については、今後の事業展開への備えとしております。

　建設業界を取り巻く環境はますます厳しさを増しており、２期連続の黒字を達成するところまで収益基盤を強化出

来ましたものの、現在のところ利益配分するまでには至っておりません。今後も全社一丸となって収益基盤の強化を

図り、早期に配当が行えるように取り組んでまいります。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高（円） 413 144 75 82 88

最低（円） 66 46 19 28 34

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高（円） 46 45 44 45 46 88

最低（円） 42 41 42 42 43 34

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

取締役会長
 － 山本　光一 昭和21年４月21日生

平成11年４月阪急電鉄㈱　総合開発事業本部総

合企画室長

平成14年６月同社　取締役　グループ経営本部長

平成15年６月同社　取締役　不動産事業本部　不

動産運用担当本部長

平成16年６月㈱阪急ファシリティーズ　代表取

締役社長

 平成18年４月当社　常勤顧問

 平成18年６月代表取締役　取締役社長

 平成21年４月代表取締役　取締役会長 

 現在に至る

(注)３ 23

代表取締役

取締役社長
 － 村上　和朗 昭和24年９月20日生

平成３年４月 ㈱長谷工コーポレーション　大阪

建設事業部　建築部長

平成10年７月同社　参与　関西施工部門担当　

平成17年４月同社　執行役員　関西建設部門　施

工管理担当

平成19年６月当社　常勤顧問

平成19年６月 代表取締役 副社長執行役員　全社

事業副統括   

平成20年４月 代表取締役 副社長執行役員

 平成21年４月代表取締役　取締役社長 

 現在に至る

(注)３ 91

取締役

副社長執行役員

　

経営企画統括
　
全社事業統括

川畑　晴彦 昭和27年12月18日生

平成15年３月㈱りそな銀行　上六支店長

平成15年６月同行　大阪融資第一部長

平成17年６月㈱近畿大阪銀行　執行役員　内部監

査部担当

平成19年５月㈱長谷工コーポレーション　顧問

平成19年６月当社　常勤顧問

平成19年６月取締役 常務執行役員  内部統制

統括、経営企画本部副本部長

平成20年４月取締役 常務執行役員  経営企画

統括、全社事業統括

平成21年４月取締役 副社長執行役員　経営企画

統括、全社事業統括

 現在に至る

(注)３ 27
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

常務執行役員　

全社事業統括
　
安全統括部担当
　
大阪本店長

河野　常治 昭和22年９月25日生

昭和45年６月当社入社

平成４年４月 技術部長

平成10年６月取締役　経営統括部長

平成12年６月常務取締役　経営企画本部長

平成14年６月専務取締役　営業本部長

平成16年６月取締役 常務執行役員　営業本部

長、総理本部長

平成17年６月取締役 常務執行役員　施工本部長

平成18年６月 代表取締役、常務執行役員　施工本

部長 

平成19年６月取締役 常務執行役員 全社事業副

統括、大阪本店長（支配人）、大阪

本店管理部統括部長

平成20年４月取締役 常務執行役員 全社事業統

括、安全統括部担当、大阪本店長

（支配人）

 現在に至る

(注)３ 43

取締役

常務執行役員　

ＣＳＲ統括部
担当

馬場　重一 昭和26年５月９日生

平成２年３月 阪急電鉄㈱　鉄道本部建設部第一

工事課長

平成11年10月同社　鉄道事業本部鉄道技術第一

部施設課長

平成13年４月㈱アーバン・エース　企画総務部

部長

平成13年８月当社に出向　営業本部副本部長

平成14年６月常務取締役 大阪本店長（支配人)

平成16年６月取締役 常務執行役員　大阪本店長

（支配人）

平成17年６月取締役 常務執行役員　営業本部長

平成18年６月 取締役 常務執行役員　営業本部

長、東京本店長（支配人）　 

平成20年４月 取締役 常務執行役員　ＣＳＲ統括

部担当

 現在に至る

(注)３ 31

取締役

常務執行役員　

大阪建築事業
本部長
　
全社事業統括

藤野　隆博 昭和29年８月４日生

平成９年４月 ㈱長谷工コーポレーション　建築

本部関西 神戸支店建築部　工事長

 

平成14年７月 同社 関西建設部門　神戸支店長

平成17年４月 同社 関西建設部門　第二施工統括

部　建設１部長

平成19年６月 当社 常勤顧問

平成19年６月 常務執行役員　大阪本店建築事業

本部長

平成20年４月 常務執行役員　大阪建築事業本部

長

平成20年６月 取締役 常務執行役員　大阪建築事

業本部長

平成22年４月 取締役 常務執行役員　大阪建築事

業本部長、全社事業統括

 現在に至る

(注)３ 18
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

常務執行役員　
全社事業統括 宮久保　武史 昭和30年７月11日生

平成９年９月 ㈱長谷工コーポレーション　関西

住宅営業３部　部長

平成17年４月 ㈱長谷工アーベスト　執行役員　受

託販売部門担当

平成18年４月 同社 取締役　常務執行役員

平成22年４月 当社 常勤顧問

平成22年６月 取締役 常務執行役員　全社事業統

括

 現在に至る

(注)３ 3

取締役

執行役員　
全社事業統括 竹本　雅俊 昭和18年10月23日生

平成３年７月 建設省　四国地方建設局企画部長

平成７年４月 同省　大臣官房技術審議官（都市

局担当）

平成８年１月 (財)道路開発振興センター　常任

理事

平成10年３月当社入社　常勤顧問

平成10年６月専務取締役　営業本部室営業担当

平成12年６月代表取締役　取締役副社長

平成16年６月 代表取締役 副社長執行役員　

 平成18年６月取締役 副社長執行役員　技術支援

担当

 平成19年６月取締役 執行役員  全社事業副統

括

 平成20年４月取締役 執行役員  全社事業統括

 現在に至る

(注)３ 45

取締役

執行役員　

土木事業本部長
　
砕石事業担当

川副  裕介 昭和25年１月12日生

昭和43年４月当社入社

平成12年４月大阪本店土木部長

平成16年４月砕石事業部長

平成17年６月執行役員　リフォーム事業担当、砕

石事業部長

平成18年６月執行役員 砕石事業担当、砕石事業

部長

平成19年２月執行役員 大阪本店土木事業本部

長

平成20年４月 執行役員 土木事業本部長

平成20年６月 取締役 執行役員 土木事業本部長

平成22年４月 取締役 執行役員 土木事業本部長

、砕石事業担当

 現在に至る

(注)３ 54
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役  金山　童化 昭和25年９月21日生

昭和50年４月当社入社

平成12年６月改革推進室部長、人材統括室マ

ネージャー

平成14年６月取締役　環境・安全管理、砕石事業

担当、総理本部副本部長

平成16年６月執行役員　総理本部副本部長、環境

・安全・品質担当

平成17年６月取締役 上席執行役員　総理本部

長、環境・安全・品質担当

平成18年６月 取締役 常務執行役員　総理本部長

 

平成19年２月 取締役 常務執行役員　大阪本店副

本店長、大阪本店管理部統括部長

平成19年６月 常勤監査役

 現在に至る

(注)４ 32

監査役  籔口　隆 昭和30年６月22日生

昭和57年４月大阪弁護士会登録　御堂筋法律事

務所入所

平成元年４月 御堂筋法律事務所　パートナー

平成15年１月弁護士法人御堂筋法律事務所  社

員　現在に至る

平成19年６月 当社　監査役

 現在に至る

(注)４ －

監査役  能上　尚久 昭和33年７月30日生

平成19年４月 阪急電鉄㈱　取締役　経営企画部長

平成19年６月 当社　監査役 

 現在に至る　

平成22年４月 ㈱阪急阪神交通社ホールディング

ス　取締役常務執行役員

平成23年４月 阪急電鉄㈱　取締役　不動産事業副

本部長兼不動産開発部長

 現在に至る　

(注)４ 27

    計  394

　（注）１．監査役　籔口　隆及び監査役　能上　尚久は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

　　　　２．当社は、平成16年６月より経営の意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員　制度を

導入しております。

 　　　 ３．平成23年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

 　　　 ４．平成23年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社では、急速に変化する経営環境に迅速に対応し、かつ、企業の継続的な発展を期するために、平成16年６月より執

行役員制度を導入し、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離しております。取締役会は主として会社全体

の長期にわたる戦略的な方針を決定し、執行役員はその方針に基づいて日常的業務を着実に遂行しております。また、

それぞれが連携することによりコーポレート・ガバナンスの充実を図っております。

　コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況は、以下のとおりであります。

　 ① 執行役員制度の導入に伴い、取締役は会社全体の中長期的な経営戦略の立案及び経営方針について意思決定し、

業務遂行は執行役員が担当しております。

　 ② 当社は監査役制度を採用しており、監査役３名中、社外監査役は２名であります。常勤監査役は、監査法人と随時

情報交換を行い、業務監査と会計監査の連携を行い監査の有効性と効率性の向上を図っております。

　 ③ 取締役及び常勤監査役を中心として構成される経営会議を月１回以上開催し、業務執行に関する重要事項の基

本方針を協議決定しております。同会議では内部監査部門からの内部監査報告が行われ、社外監査役、内部監査

部門及び内部統制部門との意見交換も行われております。

　 ④ 取締役会を３ヶ月に１回以上の定期開催及び必要に応じて随時開催することにしており、経営に関する重要な

意思決定及び業務執行報告を行っております。

　 ⑤ 当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること、並びに業務の効率性の確保及びリスクの管理に努

め、財務報告の信頼性を確保するとともに、社会経済情勢その他環境の変化に対応するために内部統制システ

ムを構築しております。

イ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

法令、定款、規程もしくは企業倫理に反する行為またはその恐れのある事実を速やかに認識し、コンプライ

アンス経営を確保することを目的として、コンプライアンスに関する研修を実施するとともに、内部通報制

度を設けております。

　コンプライアンス経営の確保を脅かす重大な事象が発生した場合、対処方法等を検討する委員会を速やか

に設置するとともに、監査役に報告しております。

　社長直轄の内部監査部門を設置し、規程を整備したうえで、内部監査を実施しております。

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る文書その他の情報は、文書の保存・管理に関する規程に従い、適切に保存・管

理を行うものとし、監査役はこれらの文書を常時閲覧できます。

　文書の保存・管理に関する規程には、重要な文書の保管方法、保存年限などを定めるものとし、その規程を

制定・改定する時は、監査役と事前に協議を行っております。

ハ．損失の危機の管理に関する規定その他の体制

組織横断的なリスクについてはリスク管理担当部署が、各部門所管業務に関するリスクについては各担当

部門がそれぞれリスク想定・分析を行うとともに、適時見直しを行っております。

　不測の事態が発生した場合に、リスク管理担当部署への適切な情報伝達が可能となる体制を整備するとと

もに、重大なリスクが具現化した場合には、社長を対策委員長とする危機対策委員会を設置して、損害の拡大

を防止し、これを最小限に止める体制を整備しております。

　上記事項を規定するリスク管理に関する規程を制定するとともに、リスク分析やリスク対応の状況につい

ては、適時取締役会において報告を行っております。

　子会社等については、不測の事態が発生した場合に適切な情報の当社への伝達が可能となる体制を整備し

ております。
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ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会に加えて経営会議を設置し、重要な業務執行については、経営会議の審議を経て、取締役会におい

て決定するとともに、その進捗状況及び成果については適時取締役会等に報告しております。

　業務執行については、業務組織、職務分掌、意思決定制度等においてそれぞれ取締役及び使用人の権限と責

任の所在及び執行手続の詳細を定めるものとし、重要な業務執行の進捗状況については、適時取締役会に報

告しております。

　業務の効率性と適正性を確保するため、ＩＴ化を推進するとともに、その進捗状況を適宜把握し、その改善

を図るよう内部監査部門による内部監査を実施しております。

ホ．企業集団における業務の適正を確保するための体制

グループの各事業に関して責任を負う取締役を任命し、法令遵守体制、リスク管理体制を構築する権限と

責任を与え、当該取締役は進捗状況を内部監査部門に適時報告しております。　　　　　　　

ヘ．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性の確保に関する事項

監査役は、内部監査部門所属の使用人に監査業務に必要な事項を指示することができるものとし、監査役

より監査業務に必要な指示を受けた使用人はその指示に関して、取締役、内部監査部門長等の指示を受けな

いものとしております。また、当該業務の評価に関しては監査役と事前に協議を行っております。

　尚、監査役が必要とした場合には、監査役の職務を補助すべき使用人を別途置くことができるものとし、当

該使用人の独立性を確保するため、異動・評価等に関しては、監査役と事前に協議を行うものとしておりま

す。

ト．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する事項

監査役が出席する取締役会及び経営会議において重要事項の報告を行うことに加え、取締役と監査役が意

見交換を行う会議を別途設定しております。

　意思決定書（稟議書）の回付等を通じて、業務執行の状況につき監査役が必要と認める事項を適時報告す

る制度を整備しております。

チ．財務報告の信頼性を確保するための体制

取締役会は、財務報告とその内部統制に関し、代表取締役社長を適切に監督しております。

代表取締役社長は、本基本方針に基づき、財務報告とその内部統制の構築を行い、その整備・運用を評価して

おります。

 　⑥ 当社は、反社会的勢力への対応の徹底、かつコンプライアンスの遵守は、適正な事業活動を継続する上において

不可欠であるとし、反社会的勢力への対応について倫理規則に定め、継続的なコンプライアンス教育を通して、

全役職員への徹底を図っております。　 

　 ⑦ 当社の内部監査、監査役監査の状況については、以下のとおりであります。

イ．内部監査は、社長直轄のＣＳＲ統括部（担当役員１名、担当部長１名、他１名）により、経営方針及び事業

　　計画に基づき、業務の適正な運営並びに財務の状況について内部監査を実施しております。

全社事業年度計画を達成するために各部門が策定した目標の進捗・達成状況の確認、財務報告に係る有効

性の評価を行うため、整備・運用状況の評価を行っております。監査結果は、「内部監査報告書」を作成し、

社長の承認を経て被監査部門長に報告しております。なお、改善が必要と思われる事項については社長名で

「業務改善指示書」を通知し、改善実施状況・結果について再度監査を実施しております。

また、内部監査部門と監査役は、監査計画及び結果について定期的に情報交換・意思疎通を行っており、重

要な問題がある場合はその都度報告を受ける等の連携を図りながら、実効性ある監査を行っております。

ロ．監査役監査は、当社の「監査役監査基準」に則り、取締役の職務執行について、全社事業年度計画を達成す

　　るために各部門が策定した目標遂行状況、内部統制システムの整備状況、経営意思決定プロセスの妥当性及

　　び決定事項の進捗状況、財務報告に係る内部統制、四半期決算の適正性について監査しております。

監査役は、会計監査人から監査方法の概要・往査実査の概要の報告を受け、必要に応じて監査に立ち会う

等の連携を図りながら、会計監査人の監査方法及び結果の相当性判断を行っております。
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　 ⑧ 当社は会計に関する事項の監査の為、有限責任 あずさ監査法人を会計監査人として株主総会で選任しておりま

す。

　　　業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人

公認会計士の氏名等 所属する監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員

脇田　勝裕 有限責任 あずさ監査法人

桑本　義孝 同　　　上

　　　(注)１　継続関与年数については、７年以内であるため記載を省略しております。

２　あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査

　　法人となっております。　

　　　監査業務に関わる補助者の構成

　　　　公認会計士　４名　　その他　９名

　 ⑨ 社外取締役及び社外監査役との関係

　　監査役については３名中２名が社外監査役であります。

　　能上尚久氏は、これまでに培ってきた職務経験及び財務・会計の知識を有していることから、当社の社外監査

役に選任しております。現在同氏は、阪急電鉄株式会社の取締役であります。なお、阪急電鉄株式会社は当社の

主要な取引先であり大株主でありますが、社外監査役個人が直接利害関係を有するものではありません。

　　なお、本有価証券報告書提出日現在、能上尚久氏は当社株式を27千株所有しております。

　　籔口隆氏は、直接企業経営に関与した経験はありませんが、弁護士としての識見と経験から、当社の社外監査役

に選任しております。また、同氏は当社と特別の利害関係はなく、一般株主と利益相反するおそれがないと判断

されることから、株式会社大阪証券取引所に対し、本人の同意を得た上で独立役員として届け出ております。

　　社外監査役は、取締役会及び監査役会等の重要会議への出席、主要な事業所の往査を通して、情報収集に努め、

会社の不祥事の未然防止、過度のリスクを伴う行動を牽制するのみならず、業務執行に係る決定等の局面にお

いて、客観的な立場で意見陳述を行っております。また、監査役会において内部監査結果について報告を受け実

効的に活用するとともに、会計監査人とは意見交換の場を通して連携を深め、効果的な監査を行っております。

　　当社は社外取締役を選任しておりません。当社は経営の意思決定機能、業務執行の監督機能を持つ取締役会に

対し、監査役３名中２名を社外監査役とすることで経営への監視機能を強化しております。コーポレート・ガ

バナンスにおいて、外部からの客観性、中立の経営監視の機能が重要と考えており、社外監査役２名による監査

が実施されることにより、外部からの経営監視機能が十分に機能する体制が整っているため、現在の体制とし

ております。

　 ⑩ 当社は、取締役及び監査役が職務遂行にあたり期待される役割を充分に発揮できるよう、会社法426条第１項の

規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含

む）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めて

おります。

　 ⑪ 当社は平成18年6月29日開催の定時株主総会の決議により、社外監査役が期待される役割及び機能を発揮できる

よう、会社法第427条第１項の規定に基づき社外監査役の責任を限定できるよう、損害賠償責任限定契約の締結

ができる旨定款に定めており、社外監査役との間で責任限定契約を締結しております。
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　 ⑫ 当社の役員報酬については以下のとおりであります。

　　　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分　
報酬等総額

（百万円）　

報酬等の種類別の総額（百万円）　 対象となる

役員の員数

（人）　
基本報酬

ストック

オプション
賞与 退職慰労金

　取締役

（社外取締役を除く。）　
83　 83　  － －　 －　 9　

　監査役

（社外監査役を除く。）　
9　 9　 －　 －　 －　 1　

　社外役員 9　 9　 －　 －　 －　 2　

　　　（注）取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

　　　使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

総額（百万円）　 対象となる役員の員数（人） 内容

　14 2
　使用人兼務取締役の使用人給与相当額で

　あります。

イ．当社の役員報酬等は、平成４年６月26日開催の第59回定時株主総会において、取締役の報酬額の限度額を

　　「月額1,600万円以内、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない」、また監査役の報酬額の限度額を

　　「月額400万円以内」と決議しており、個々の報酬については、取締役は取締役会で決議し、監査役は監査

　　役会の協議によって定めております。

ロ．当社は平成16年６月29日開催の第71回定時株主総会終結の時をもって取締役及び監査役の役員退職慰労金

制

　　度を廃止しております。

ハ．役員ごとの報酬等の総額については、１億円以上を支給している役員はいないので記載を省略しておりま

す。

　 ⑬ 当社の取締役は、10名以内とする旨定款に定めております。

　 ⑭ 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を所有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

 　　 また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

   ⑮ 当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議について、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上

をもって行う旨定款に定めております。

　 ⑯ 弁護士事務所と顧問契約を締結し、随時適切な法務上の指導を受けております。

　 ⑰ 経営の透明性を高める為、株主や投資家の方々に適切な情報開示を行っております。
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　 ⑱ 株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

18銘柄　369百万円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

　　的

　　前事業年度

　　　特定投資株式　

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円） 保有目的　

（株）みなと銀行 974,350.416 118　企業間取引の強化

　　当事業年度

　　　特定投資株式　

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円） 保有目的　

（株）みなと銀行 989,493.199 147　企業間取引の強化

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並

び

　　に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　　　該当事項はありません。

⑲ 当社のコーポレート・ガバナンスの体系図は次のとおりであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 39 － 41 －

連結子会社 － － － －

計 39 － 41 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。　

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありませんが、監査日程等を勘案した上で決定しております。　 
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記

載しております。

　なお、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づき作成しており

ます。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）によ

り作成しております。

　なお、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則及び建設業法施行規

則に基づき、当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則及び建設業法

施行規則に基づき作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月

31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務諸表については、

あずさ監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の連結財

務諸表及び当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の財務諸表については、有限責任 あずさ監

査法人により監査を受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ております。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計

基準機構へ加入し、監査法人等が主催する研修会への参加並びに会計専門書の定期購読を行っております。　
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 4,321 3,774

受取手形・完成工事未収入金等 9,707 10,546

未成工事支出金 90 102

たな卸不動産 ※1
 555

※1
 554

商品及び製品 191 180

仕掛品 0 0

材料貯蔵品 115 102

その他 599 840

貸倒引当金 △174 △171

流動資産合計 15,406 15,931

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 ※1
 1,048

※1
 1,048

機械、運搬具及び工具器具備品 1,986 1,888

土地 ※1
 1,580

※1
 1,580

リース資産 101 135

減価償却累計額 △2,065 △2,042

有形固定資産合計 2,651 2,609

無形固定資産 144 326

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 355

※1
 384

長期貸付金 137 122

長期営業外未収入金 940 491

破産更生債権等 55 35

その他 454 442

貸倒引当金 △933 △528

投資その他の資産合計 1,011 947

固定資産合計 3,808 3,883

資産合計 19,214 19,814
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 7,422 7,977

短期借入金 ※1
 6,854

※1
 6,646

リース債務 22 24

未成工事受入金 977 656

前受金 10 10

完成工事補償引当金 53 24

工事損失引当金 79 170

賞与引当金 62 53

その他 367 330

流動負債合計 15,850 15,893

固定負債

長期借入金 75 75

リース債務 23 38

退職給付引当金 826 870

その他 － 0

固定負債合計 924 984

負債合計 16,774 16,877

純資産の部

株主資本

資本金 1,640 1,640

資本剰余金 202 202

利益剰余金 624 1,094

自己株式 △3 △3

株主資本合計 2,463 2,933

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △23 3

その他の包括利益累計額合計 △23 3

純資産合計 2,440 2,936

負債純資産合計 19,214 19,814
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高

完成工事高 28,393 31,334

不動産事業売上高 111 80

その他の事業売上高 536 546

売上高合計 29,040 31,962

売上原価

完成工事原価 ※1
 26,694

※1
 29,804

不動産事業売上原価 46 3

その他の事業売上原価 557 505

売上原価合計 27,298 30,314

売上総利益

完成工事総利益 1,698 1,529

不動産事業総利益 64 77

その他の事業総利益又はその他の事業総損失
（△）

△20 40

売上総利益合計 1,742 1,647

販売費及び一般管理費 ※2
 1,190

※2
 1,203

営業利益 552 444

営業外収益

受取利息 10 6

受取配当金 0 4

保険配当金 5 6

受取事務手数料 9 4

雑収入 10 6

営業外収益合計 36 28

営業外費用

支払利息 138 124

支払手数料 19 15

休止固定資産減価償却費 － 20

雑支出 19 21

営業外費用合計 176 181

経常利益 411 291

特別利益

受取契約精算金 － ※3
 117

貸倒引当金戻入額 54 66

償却債権取立益 － 41

特別利益合計 54 224

特別損失

前期損益修正損 ※4
 19

※4
 15

特別契約損失 ※5
 37 －

投資有価証券評価損 2 －

特別損失合計 59 15

税金等調整前当期純利益 406 501

法人税、住民税及び事業税 25 31

法人税等合計 25 31

少数株主損益調整前当期純利益 － 469

当期純利益 381 469
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 469

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － 26

その他の包括利益合計 － ※2
 26

包括利益 － ※1
 496

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 496

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,640 1,640

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,640 1,640

資本剰余金

前期末残高 202 202

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 202 202

利益剰余金

前期末残高 243 624

当期変動額

当期純利益 381 469

当期変動額合計 381 469

当期末残高 624 1,094

自己株式

前期末残高 △3 △3

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △3 △3

株主資本合計

前期末残高 2,082 2,463

当期変動額

当期純利益 381 469

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 381 469

当期末残高 2,463 2,933
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 0 △23

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△23 26

当期変動額合計 △23 26

当期末残高 △23 3

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 0 △23

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△23 26

当期変動額合計 △23 26

当期末残高 △23 3

純資産合計

前期末残高 2,082 2,440

当期変動額

当期純利益 381 469

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23 26

当期変動額合計 357 496

当期末残高 2,440 2,936
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 406 501

減価償却費 153 142

投資有価証券評価損益（△は益） 2 －

受取利息及び受取配当金 △10 △11

支払利息 138 124

貸倒引当金の増減額（△は減少） △786 △399

工事損失引当金の増減額（△は減少） △36 90

退職給付引当金の増減額（△は減少） △181 44

売上債権の増減額（△は増加） 3,437 △839

長期営業外未収入金の増減額（△は増加） 351 449

破産更生債権等の増減額（△は増加） 1,752 20

たな卸不動産の増減額（△は増加） 39 0

未成工事支出金の増減額（△は増加） 1,491 △12

未成工事受入金の増減額（△は減少） 18 △320

仕入債務の増減額（△は減少） △3,153 555

その他 △18 △285

小計 3,603 59

利息及び配当金の受取額 7 8

利息の支払額 △136 △127

法人税等の支払額 △34 △32

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,440 △92

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △2 △1

有形固定資産の取得による支出 △52 △43

有形固定資産の売却による収入 2 2

無形固定資産の取得による支出 △114 △188

長期貸付けによる支出 △15 △1

長期貸付金の回収による収入 40 17

投資活動によるキャッシュ・フロー △140 △215

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,088 134

長期借入れによる収入 200 150

長期借入金の返済による支出 △721 △492

リース債務の返済による支出 △23 △29

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,633 △238

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,666 △546

現金及び現金同等物の期首残高 2,654 4,321

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 4,321

※1
 3,774
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 　すべての子会社（１社）を連結してい

る。

子会社名

大拓林業㈱

　前連結会計年度において連結子会社で

あった総合スポーツ施設株式会社は平成

21年10月26日に清算結了したため、連結の

範囲から除外しているが、清算結了までの

損益計算書については連結している。

　すべての子会社（１社）を連結しており

ます。

子会社名

大拓林業㈱

　当連結会計年度において、連結子会社で

ある大拓林業株式会社は、平成23年３月31

日付で解散しており、現在清算手続き中で

あります。

２．持分法の適用に関する事

項

イ．持分法適用非連結子会社はない。

　

ロ．持分法適用関連会社はない。　

イ．持分法適用非連結子会社はありませ

　　ん。

ロ．持分法適用関連会社はありません。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致している。

連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの：決算期末日の市

場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算

定している）

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの：決算期末日の市

場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算

定しております）

 時価のないもの：移動平均法によ

る原価法

時価のないもの：同左

 ロ．デリバティブの評価方法

時価法

ロ．デリバティブの評価方法

同左

 ハ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金

個別法による原価法

ハ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金

同左

 たな卸不動産

個別法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）

たな卸不動産

同左

 商品及び製品 

総平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）

商品及び製品 

同左

 仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）

仕掛品

同左　

 材料貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）

材料貯蔵品

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

建物

　定額法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

建物

　同左

　 建物以外の有形固定資産

　定率法

建物以外の有形固定資産

　同左

 ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法。ただし、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 ハ．リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産について、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零として

算出する方法によって計上している。

ハ．リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産について、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零として

算出する方法によって計上しておりま

す。

(3）重要な引当金の計上基

準

イ．貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上している。

イ．貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

 ロ．完成工事補償引当金

　完成工事に対し予想される無償の補修

費用の発生に備えるため、実績繰入率に

将来の補償見込額を加味して計上して

いる。

ロ．完成工事補償引当金

　完成工事に対し予想される無償の補修

費用の発生に備えるため、実績繰入率に

将来の補償見込額を加味して計上して

おります。

 ハ．工事損失引当金

　当連結会計年度末における手持工事の

うち、損失の発生が見込まれ、かつ、その

金額を合理的に見積もることができる

工事について、その損失見込額を計上し

ている。

ハ．工事損失引当金

　当連結会計年度末における手持工事の

うち、損失の発生が見込まれ、かつ、その

金額を合理的に見積もることができる

工事について、その損失見込額を計上し

ております。

 ニ．賞与引当金

　従業員賞与の支給に備えるため、支給

見込額の当連結会計年度負担額を計上

している。

ニ．賞与引当金

　従業員賞与の支給に備えるため、支給

見込額の当連結会計年度負担額を計上

しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

 ホ．退職給付引当金

  従業員の退職金支給に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ている。

  なお、会計基準変更時差異（1,643百

万円）については、15年による按分額を

費用処理している。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤

務期間の年数による定額法によりそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理することとしている。

ホ．退職給付引当金

  従業員の退職金支給に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

  なお、会計基準変更時差異（1,643百

万円）については、15年による按分額を

費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤

務期間の年数による定額法によりそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。

(4）重要な収益及び費用の

計上基準

イ．完成工事高及び完成工事原価の計上

　　基準

　当連結会計年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準（工事の進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他の工

事については工事完成基準を適用して

いる。

　なお、工事進行基準による完成工事高

は20,240百万円である。　

（会計方針の変更）

　請負工事に係る収益の計上基準につい

ては、従来、請負金額１億円以上かつ工

期１年超の工事については工事進行基

準を、その他の工事については工事完成

基準を適用していたが、「工事契約に関

する会計基準」（企業会計基準第15号　

平成19年12月27日）及び「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第18号　平成19年12月27

日）を当連結会計年度より適用し、当連

結会計年度に着手した工事契約から、当

連結会計年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の

見積りは原価比例法）を、その他の工事

については工事完成基準を適用してい

る。

　これにより、当連結会計年度の完成工

事高は696百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益は、そ

れぞれ34百万円増加している。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載している。

イ．完成工事高及び完成工事原価の計上

　　基準

　当連結会計年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準（工事の進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他の工

事については工事完成基準を適用して

おります。

　なお、工事進行基準による完成工事高

は27,927百万円であります。

──────
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

(5）重要なヘッジ会計の方

法

イ．ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっている。ただし、

金利スワップの特例処理の適用条件を

満たす金利スワップについては特例処

理を採用している。

イ．ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。た

だし、金利スワップの特例処理の適用条

件を満たす金利スワップについては特

例処理を採用しております。

 ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

金利キャップ、金利スワップ

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

 ヘッジ対象

借入金

ヘッジ対象

同左

 ハ．ヘッジ方針

　当社の社内規定に基づき、金利変動リ

スクをヘッジしている。

ハ．ヘッジ方針

　当社の社内規定に基づき、金利変動リ

スクをヘッジしております。

 ニ．ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を

確認することにより、有効性を評価して

いる。ただし、特例処理によっている金

利スワップについては有効性の評価を

省略している。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を

確認することにより、有効性を評価して

おります。ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては有効性の評

価を省略しております。

(6）連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲

────── 　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

イ．たな卸不動産の取得原価に算入した

支払利息

イ．たな卸不動産の取得原価に算入した

支払利息

 　当連結会計年度は取得原価に算入す

べき支払利息はない。

　当連結会計年度は取得原価に算入す

べき支払利息はありません。

 　当連結会計年度期末残高に含まれて

いる支払利息の額

　当連結会計年度期末残高に含まれて

いる支払利息の額

  16百万円  16百万円

 ロ．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税に相当する額の

会計処理は、税抜方式によっている。

ロ．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税に相当する額の

会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法によることとしてい

る。

──────

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっている。

──────
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【連結財務諸表作成のための重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。

　これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益に与える影響はありません。　

　

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

────── （連結損益計算書）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内

閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純

利益」の科目で表示しております。　

　　（連結損益計算書）

イ．　前連結会計年度において、区分掲記していた「受取

地代家賃」は、当連結会計年度において、金額的重要

性が乏しいため、営業外収益の「雑収入」に含めて表

示している。

　 　なお、当連結会計年度の「雑収入」に含まれている

「受取地代家賃」は、0百万円である。

──────

ロ．　前連結会計年度において、営業外費用の「雑支出」

に含めて表示していた「支払手数料」は、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため区分掲記した。

　 　なお、前連結会計年度における「支払手数料」の金額

は15百万円である。

　

 

【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

────── 　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用

しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金

額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合

計」の金額を記載しております。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

※１．下記の資産は長期借入金150百万円（１年以内返済

予定の長期借入金）及び短期借入金4,200百万円の担

保に供している。

※１．下記の資産は短期借入金4,396百万円の担保に供し

ております。

たな卸不動産 102百万円

建物・構築物 778 

土地 1,404 

投資有価証券 56 

合計 2,342 

たな卸不動産 102百万円

建物・構築物 758 

土地 1,404 

投資有価証券 68 

合計 2,334 

────── 　２．保証債務

　　　下記の会社の分譲マンション販売に係る手付金等受領

額に対して、信用保証会社へ保証を行っております。　

　 ㈱ホームズ 54百万円

㈱エイビス 6 

合計 60 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１．完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入額

　 15百万円

※１．完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入額

　 128百万円

※２．このうち、主要な費目及び金額は次のとおりである。 ※２．このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであり

ます。

給料及び賞与 471百万円

退職給付費用 66 

賞与引当金繰入額 14 

給料及び賞与 457百万円

退職給付費用 50 

賞与引当金繰入額 11 

────── ※３．受取契約精算金は、自ら保有する和歌山県和歌山市

新庄の販売用不動産について、期限内においての売却

が不成就となり、当社、阪急電鉄株式会社及び株式会社

長谷工コーポレーションとの間で締結した、平成19年

４月27日付「株式譲渡契約書」（平成19年３月26日付

「基本合意書」（当社と株式会社長谷工コーポレー

ションが建築工事に係る共同施工体制の構築等の業務

提携を行うことについて、当社、阪急電鉄株式会社及び

株式会社長谷工コーポレーションとの間で締結）より

承継）に基づき発生した精算金であります。

※４．前期損益修正損の内訳は次のとおりである。 ※４．前期損益修正損の内訳は次のとおりであります。

過年度工事かし補修費用 19百万円 過年度工事かし補修費用 15百万円

※５．特別契約損失は、共同企業体協定書未締結の工事に

おける、構成員脱退申し入れの和解に伴う損失額であ

る。

──────
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（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

※１．当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益　 357百万円

少数株主に係る包括利益　 　　　　　　　　　－

計 357

　

※２．当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金　 △23百万円

計 △23

　

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 32,800 － － 32,800

合計 32,800 － － 32,800

自己株式     

普通株式（注） 32 1 － 34

合計 32 1 － 34

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

 

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 32,800 － － 32,800

合計 32,800 － － 32,800

自己株式     

普通株式（注） 34 1 － 36

合計 34 1 － 36

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在）

現金預金勘定 4,321百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 4,321 

 

現金預金勘定 3,774百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 3,774 

 

（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　主として、砕石事業における生産設備、ホストコン

ピュータ及びコンピュータ端末機（機械、運搬具及び

工具器具備品）である。

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　主として、砕石事業における生産設備、ホストコン

ピュータ及びコンピュータ端末機（機械、運搬具及び

工具器具備品）であります。
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前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（イ）無形固定資産

　ソフトウェアである。

（イ）無形固定資産

　ソフトウェアであります。 

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　(2)　重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりである。

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　(2)　重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。　 
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（金融商品関係）

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を

調達している。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない

方針である。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとの期日管理及び残

高管理を行うとともに、主な取引先の信用状態を把握する体制をとっている。

　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っている。

　営業債務である支払手形・工事未払金等、未成工事受入金及び前受金については、概ね１年以内に決済さ

れる。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金であり、一部の借入金の金利変動リスクに対

してデリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用して支払利息の固定化を実施している。

　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引

である。

　また、デリバティブ取引は内部管理規程に従い、内需の範囲で行うこととしている。

　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等について

は、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項(5)重要な

ヘッジ会計の方法」を参照。

(3)金融商品に係るリスク管理体制　

　当社は、経営に影響を与えるリスクを許容できる一定の範囲内にとどめるために、リスクを適切に識別、分

析、評価したうえで、①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）、②市場リスク（金利等の変動

リスク）、③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）など各々のリ

スクに応じた適切な管理体制を整備している。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明　

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれている。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがある。

　また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その

金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではない。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれていない。（（注）２．参照）
　

　
連結貸借対照表

計上額（百万円）

時価

（百万円）　

差額

（百万円）　

　(1)　現金預金 4,321 4,321 －　

　(2)　受取手形・完成工事未収入金等 9,707         　

　　 　貸倒引当金(*1) △159         

　 9,547 9,547 －

　(3)　投資有価証券 　 　 　

　　　　その他有価証券 134 134 －

　(4)　長期営業外未収入金 940         　

　　 　貸倒引当金(*2) △846         　

　 93 93 －　

　(5)　破産債権、更生債権等 55         　

　　 　貸倒引当金(*3) △55         　

　 － － －　

　　 　資産計 14,096 14,096 －　

　(6)　支払手形・工事未払金等 7,422 7,422 －　

　(7)　短期借入金 6,854 6,854 0　

　(8)　未成工事受入金 977 977 －　

　(9)　前受金 10 10 －　

　(10) 長期借入金 75 75 －　

　　　 負債計 15,339 15,339 0　

　(11) デリバティブ取引 － － －　

　
(*1)受取手形・完成工事未収入金等に該当する貸倒引当金を控除している。

(*2)長期営業外未収入金に該当する貸倒引当金を控除している。

(*3)破産債権、更生債権等に該当する貸倒引当金を控除している。

　

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　資　産

(1)現金預金、(2)受取手形・完成工事未収入金等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっている。

(3)投資有価証券

　株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格によっている。

　なお、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」を参照。

(4)長期営業外未収入金、(5)破産債権、更生債権等　

　これらの時価について、担保による回収見込額等により時価を算定している。
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　　負　債

(6)支払手形・工事未払金等、(7)短期借入金、(8)未成工事受入金、(9)前受金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっている。

　ただし、１年以内返済予定長期借入金の内、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新

規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定している。

(10)長期借入金　

　長期借入金は変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は

実行後大きく異なってないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳

簿価額によっている。

　　デリバティブ取引　

(11)デリバティブ取引　

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理

されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している（上記(10)参照）。

　

　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）　

　非上場株式　 　221

　
　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「(3)投資有価証券　その他有価証券」には含めていない。

　

　　　３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内　

（百万円）　

５年超

10年以内　

（百万円）

10年超

（百万円）　

　現金預金 4,321 － － －　

　受取手形・完成工事未収入金等 9,707 － － －　

　投資有価証券 　 　 　 　

　　その他有価証券のうち

　　満期があるもの　
－ － 15 －

合　計 14,028 － 15 －　

（注）長期営業外未収入金940百万円及び破産債権、更生債権等55百万円については、償還予定額が

      見込めないため、上表には含めていない。　　

　

　　　４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額　

　連結附属明細表「借入金等明細表」を参照。

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用して

いる。
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当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を

調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形・完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、取引先ごとの期日管理及び残

高管理を行うとともに、主な取引先の信用状態を把握する体制をとっております。

　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

　営業債務である支払手形・工事未払金等、未成工事受入金及び前受金については、概ね１年以内に決済さ

れております。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金であり、一部の借入金の金利変動リスクに対

してデリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用して支払利息の固定化を実施しております。

　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引

であります。

　また、デリバティブ取引は内部管理規程に従い、内需の範囲で行うこととしております。

　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等について

は、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項(5)重要な

ヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

(3)金融商品に係るリスク管理体制　

　当社は、経営に影響を与えるリスクを許容できる一定の範囲内にとどめるために、リスクを適切に識別、分

析、評価したうえで、①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）、②市場リスク（金利等の変動

リスク）、③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）など各々のリ

スクに応じた適切な管理体制を整備しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明　

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することがあります。

　また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その

金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。　
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参

照）。
　

　
連結貸借対照表

計上額（百万円）

時価

（百万円）　

差額

（百万円）　

　(1)　現金預金 3,774 3,774 －　

　(2)　受取手形・完成工事未収入金等 10,546         　

　　 　貸倒引当金(*1) △156         

　 10,390 10,390 －

　(3)　投資有価証券 　 　 　

　　　　その他有価証券 162 162 －

　(4)　長期営業外未収入金 491         　

　　 　貸倒引当金(*2) △460         　

　 31 31 －　

　(5)　破産更生債権等 35         　

　　 　貸倒引当金(*3) △35         　

　 － － －　

　　 　資産計 14,359 14,359 －　

　(6)　支払手形・工事未払金等 7,977 7,977 －　

　(7)　短期借入金 6,646 6,646 －　

　(8)　未成工事受入金 656 656 －　

　(9)　前受金 10 10 －　

　(10) 長期借入金 75 75 －　

　　　 負債計 15,364 15,364 －　

　
(*1)受取手形・完成工事未収入金等に該当する貸倒引当金を控除しております。

(*2)長期営業外未収入金に該当する貸倒引当金を控除しております。

(*3)破産更生債権等に該当する貸倒引当金を控除しております。

　

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　　資　産

(1)現金預金、(2)受取手形・完成工事未収入金等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(3)投資有価証券

　株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格によっております。

　なお、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下

さい。

(4)長期営業外未収入金、(5)破産更生債権等　

　これらの時価について、担保による回収見込額等により時価を算定しております。
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　　負　債

(6)支払手形・工事未払金等、(7)短期借入金、(8)未成工事受入金、(9)前受金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(10)長期借入金　

　長期借入金は変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は

実行後大きく異なってないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳

簿価額によっております。

　　　

　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）　

　非上場株式　 　221

　
　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「(3)投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

　

　　　３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内

（百万円）

１年超

５年以内　

（百万円）　

５年超

10年以内　

（百万円）

10年超

（百万円）　

　現金預金 3,770 － － －　

　受取手形・完成工事未収入金等 10,546 － － －　

　投資有価証券 　 　 　 　

　　その他有価証券のうち

　　満期があるもの　
－ 15 － －

合　計 14,321 15 － －　

（注）長期営業外未収入金491百万円及び破産更生債権等35百万円については、償還予定額が見込め

      ないため、上表には含めておりません。　　

　

　　　４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額　

　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成22年３月31日現在）

　　　１．その他有価証券

　 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

株式 － － －

債券             

国債 15 14 0

小計 15 14 0

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

株式 118 142 △23

債券             

国債 － － －

小計 118 142 △23

合計 134 157 △23

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　221百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていない。

当連結会計年度（平成23年３月31日現在）

　　　１．その他有価証券

　 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

株式 147 144 2

債券             

国債 15 14 0

小計 162 159 3

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

株式 － － －

債券             

国債 － － －

小計 － － －

合計 162 159 3

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　221百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。　
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成22年３月31日現在）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　該当事項なし。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　金利関連

ヘッジ会計の方法　 取引の種類　 主なヘッジ対象

前連結会計年度（平成22年３月31日）　

契約額等

（百万円）

契約額等の

うち一年超

（百万円）　

時価

（百万円）　

金利スワップの特例

処理　　

金利スワップ取引　

変動受取・固定支払

　
長期借入金　 86　 － （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金（１年内返済予定の長期借入

金）と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金（１年内返済予定の長期借入金）の

時価に含めて記載している。

　

当連結会計年度（平成23年３月31日現在）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　該当事項はありません。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）　

　当社及び一部連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けているほか、総合設立の厚生

年金基金制度に加入している。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合がある。 

・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項

　(1)制度全体の積立状況に関する事項（平成21年３月31日現在）

　　　年金資産の額　　　　　　　　　172,458百万円

　　　年金財政計算上の給付債務の額　242,474百万円

　　　差引額　　　　　　　　　　　 △70,015百万円

　(2)制度全体に占める当社グループの拠出割合（平成21年３月31日現在）

　　　0.72％

　(3)上記(1)の差引額の内訳は、年金財政計算上の過去勤務債務残高(10,324百万円）、資産評価調整加算

額（17,738百万円）、繰越不足金（2,481百万円）及び当年度不足金（39,471百万円）である。

本制度における過去勤務債務の償却方法は、期間10年の元利均等償却であり、当社グループは、当期

の連結財務諸表上、特別掛金13百万円を費用処理している。

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しない。

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）　

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度を設けているほか、総合設立の厚生

年金基金制度に加入しております。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。

　なお、当社及び連結子会社は、平成22年４月１日付をもって適格退職年金制度を廃止し、確定給付企業年金制

度に移行しております。

・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項

　(1)制度全体の積立状況に関する事項（平成22年３月31日現在）

　　　年金資産の額　　　　　　　　　201,672百万円

　　　年金財政計算上の給付債務の額　221,341百万円

　　　差引額　　　　　　　　　　　 △19,669百万円

　(2)制度全体に占める当社グループの拠出割合（平成22年３月31日現在）

　　　0.79％

　(3)上記(1)の差引額の内訳は、年金財政計算上の過去勤務債務残高(8,703百万円）、資産評価調整額

（13,216百万円）、繰越不足金（41,952百万円）及び当年度剰余金（44,202百万円）であります。

本制度における過去勤務債務の償却方法は、期間10年の元利均等償却であり、当社グループは、当期

の連結財務諸表上、特別掛金14百万円を費用処理しております。

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致いたしません。
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２．退職給付債務に関する事項

 　  
前連結会計年度

（平成22年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成23年３月31日現在）

イ．退職給付債務 　  　   △2,126  百万円 　   △2,123  百万円

ロ．年金資産 　  792 871

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） 　  △1,333 △1,252

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 　  547 438

ホ．未認識数理計算上の差異 　  △37 △56

ヘ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △823 △870

ト．前払年金費用 　  2 －

チ．退職給付引当金（ヘ－ト） 　  △826 △870

（注）１．「ロ．年金資産」には総合設立厚生年金基金である「全国建設厚生年金基金」の年金資産額（給

与総額比）は含めておりません。

前連結会計年度　1,241百万円

当連結会計年度　1,593百万円 

３．退職給付費用に関する事項

  
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 
当連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

イ．勤務費用  　 169　百万円  　 170　百万円

ロ．利息費用  42  41

ハ．期待運用収益  △8  △19

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額  109  109

ホ．数理計算上の差異の費用処理額  61  55

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 373  356

（注）１．総合設立型の厚生年金基金については、年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理し、

「イ．勤務費用」に含めております。　

 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  
前連結会計年度

（平成22年３月31日現在）
 

当連結会計年度
（平成23年３月31日現在）

イ．退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準  同左

ロ．割引率  2.0％  2.0％

ハ．期待運用収益率  2.5％  2.5％

ニ．数理計算上の差異の処理年数

 

10年（各連結会計年度の

発生時における従業員の

平均残存勤務期間の年数

による定額法により、それ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理すること

としている。）

 

11年（各連結会計年度の

発生時における従業員の

平均残存勤務期間の年数

による定額法により、それ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理すること

としております。）

ホ．会計基準変更時差異の処理年数  15年  15年
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産   

棚卸資産評価損額 1,364百万円

繰越欠損金 840 

減損損失 517 

退職給付引当金 335 

貸倒引当金損金算入限度超過額 308 

その他 219 

繰延税金資産小計 3,586 

評価性引当額 △3,586 

繰延税金資産合計 － 

繰延税金資産   

棚卸資産評価損額 1,364百万円

繰越欠損金 796 

減損損失 517 

退職給付引当金 353 

貸倒引当金損金算入限度超過額 104 

その他 233 

繰延税金資産小計 3,369 

評価性引当額 △3,369 

繰延税金資産合計 － 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）   

永久に損金算入されない項目 2.6 

住民税均等割 6.2 

評価性引当額の減少 △42.1 

その他 △1.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
6.2 

 

法定実効税率 40.6％

（調整）   

永久に損金算入されない項目 2.9 

住民税均等割 6.2 

評価性引当額の減少 △43.3 

その他 △0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
6.2 

 

（資産除去債務関係）

　該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
建設事業
（百万円）

不動産事業
（百万円）

砕石事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

　　

Ⅰ　売上高及び営業損益       　

売上高       　

(1）外部顧客に対する売上高 28,393 111 536 29,040 － 29,040 　

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 25 25 (25) － 　

計 28,393 111 561 29,065 (25)29,040 　

営業費用 27,240 74 604 27,919 569 28,488 　

営業利益（又は営業損失） 1,152 36 △42 1,146 (594) 552 　

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支

出
      　

資産 10,698 624 1,65612,9796,23519,214 　

減価償却費 36 － 76 112 40 153 　

資本的支出 29 － 22 52 122 174 　

　（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

(1）事業区分の方法

　日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

(2）各区分に属する主要な事業の内容

建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業。

不動産事業：不動産の開発・売買、交換及び賃貸並びにその代理、仲介。

砕石事業：砕石、砕砂の製造販売他。

その他の事業：前連結会計年度末をもって、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は施設管理事業

　　　　　　　より撤退した。　

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は594百万円である。

　その主なものは、提出会社本社の管理部門に係る費用である。

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は6,235百万円である。

　その主なものは、提出会社での余資運用資金（現金預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係

る資産等である。

４．会計方針の変更

　　（工事契約に関する会計基準）

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より「工事契約に関

する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用している。

　　　これにより、建設事業で売上高が696百万円、営業利益が34百万円それぞれ増加している。 
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【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　　本邦以外の国及び地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はない。　

【海外売上高】

　前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　　海外売上高はないため、該当事項はない。　　

【セグメント情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。　

　当社グループは、社内業績管理単位であるサービス別の事業本部を基礎とし、経済的特徴が類似している

事業セグメントを集約した「建設事業」、「不動産事業」及び「砕石事業」を報告セグメントとしており

ます。

　「建設事業」は、土木・建築その他建設工事全般に関する事業を営んでおります。「不動産事業」は、不

動産の開発・売買、交換及び賃貸並びにその代理、仲介を営んでおります。「砕石事業」は、砕石、砕砂等の

製造販売を営んでおります。　

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。　

　

EDINET提出書類

株式会社　森組(E00130)

有価証券報告書

59/98



３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）　

（単位：百万円）　

　
報告セグメント

建設事業 不動産事業 砕石事業 計

売上高　     

　外部顧客への売上高 28,393 111 536 29,040

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高　
－ － 25 25

計 28,393 111 561 29,065

　セグメント利益又は損失（△） 1,152 36 △42 1,146

　セグメント資産 10,698 624 1,656 12,979

　その他の項目 　 　 　 　

　　減価償却費 36 － 76 112

　　有形固定資産及び

　　無形固定資産の増加額
29 － 22 52

　

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）　

（単位：百万円）　

　
報告セグメント

建設事業 不動産事業 砕石事業 計

売上高　     

　外部顧客への売上高 31,334 80 546 31,962

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高　
－ － 22 22

計 31,334 80 569 31,984

　セグメント利益 984 52 25 1,062

　セグメント資産 11,508 616 1,639 13,764

　その他の項目 　 　 　 　

　　減価償却費 35 － 66 101

　　有形固定資産及び

　　無形固定資産の増加額
35 － 48 84
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項）

（単位：百万円）　

売上高　 前連結会計年度 当連結会計年度

　報告セグメント計 29,065　 31,984

　セグメント間取引消去 △25 △22

　連結財務諸表の売上高 29,040 31,962

　

（単位：百万円）　

利益　 前連結会計年度 当連結会計年度

　報告セグメント計 1,146　 1,062

　全社費用（注） △594 △617

　連結財務諸表の営業利益 552 444

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

（単位：百万円）　

資産　 前連結会計年度 当連結会計年度

　報告セグメント計 12,979　 13,764

　全社資産（注） 6,235 6,050

　連結財務諸表の資産合計 19,214 19,814

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない連結財務諸表提出会社での余資運用資金及び

　　　本社建物であります。

　

（単位：百万円）　

その他項目

報告セグメント計 調整額（注） 連結財務諸表計上額

前連結

会計年度

当連結

会計年度

前連結

会計年度

当連結

会計年度

前連結

会計年度

当連結

会計年度

　減価償却費 112 101 40 40 153 142

　有形固定資産及び

　無形固定資産の増加額
52 84 122 201 174 285

（注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に会計システム関連の設備投資額でありま

　　　す。　
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【関連情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。　

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。　

　

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。　

　

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

　㈱長谷工コーポレーション 10,466　建設事業　

　国土交通省　 4,494　建設事業　

　大阪府 3,634　建設事業　

　　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　該当事項はありません。　

　　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　該当事項はありません。　

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

（追加情報）

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３

月21日）を適用しております。　
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 

　関連当事者との取引

　　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者との関
係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の関

係会社

 

㈱長谷工

コーポ

レーショ

ン

 

東京都

港区

 

57,500

 

建設事業、

不動産事

業、エンジ

ニアリング

事業

 

被所有直接

29.3%

 

工事の受注

工事の共同施工 

 

工事の売上

（注２）
5,914

完成工事

未収入金

受取手形

未収入金

その他流

動資産　

1,020

254

83

12

共同施工

工事原価 
5,261

工事・砕

石未払金
1,076

債務の

被保証予約

（注３）

4,200－ －

　（注）　１．上記の金額の内、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。

２．工事の受注については、（株）長谷工コーポレーションより提示された価格と、市場の実勢価格を勘案し

て受注している。

３．当社は金融機関からの借入金に対し、（株）長谷工コーポレーションより債務保証予約を受けている。 

　

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

 

　関連当事者との取引

　　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者との関
係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の関

係会社

 

㈱長谷工

コーポ

レーショ

ン

 

東京都

港区

 

57,500

 

設計施工関

連事業、不

動産関連事

業

 

被所有直接

29.3%

 

工事の受注

工事の共同施工 

 

工事の売上

等（注２）
 10,466

完成工事

未収入金

　

1,932

受取手形

　
410

未収入金

　
26　

共同施工

工事原価 
9,984

工事・砕

石未払金
1,609

債務の

被保証予約

（注３）

3,750－ －

　（注）　１．上記の金額の内、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．工事の受注については、（株）長谷工コーポレーションより提示された価格と、市場の実勢価格を勘案し

て受注しております。

３．当社は金融機関からの借入金に対し、（株）長谷工コーポレーションより債務保証予約を受けておりま

す。 
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 74.47 89.63

１株当たり当期純利益（円） 11.64 14.34

 

　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

　（注）算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　１.１株当たり純資産額 

 
前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

当連結会計年度末
（平成23年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 2,440 2,936

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

（うち少数株主持分） 　(－) 　(－) 

普通株式に係る期末の純資産額

（百万円）
2,440 2,936

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株）
32,765 32,763

　２.１株当たり当期純利益

 
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当期純利益（百万円） 381 469

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 381 469

期中平均株式数（千株） 32,765 32,764

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。 
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 6,362 6,496 2.25 －

１年以内に返済予定の長期借入金 492 150 2.43 －

１年以内に返済予定のリース債務 22 24 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 75 75 2.43
　　平成24年
　　～平成25年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） 23 38 －
平成24年
　～平成27年

その他有利子負債 － － － －

合計 6,975 6,783 － －

　（注）１．「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定

額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 75 － － －

リース債務 18 13 5 1

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。　

　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

 第１四半期

自 平成22年４月１日

至 平成22年６月30日

第２四半期

自 平成22年７月１日

至 平成22年９月30日

第３四半期

自 平成22年10月１日

至 平成22年12月31日

第４四半期

自 平成23年１月１日

至 平成23年３月31日

売上高（百万円） 5,168 6,981 9,096 10,715

税金等調整前四半期純

利益金額又は四半期純

損失金額（△）

（百万円）

△101 42 110 448

四半期純利益金額又は

四半期純損失金額

（△）（百万円）

△107 33 101 441

１株当たり四半期純利

益金額又は１株当たり

四半期純損失金額

（△）（円）

△3.28 1.04 3.11 13.47
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 4,319 3,773

受取手形 ※2
 600

※2
 468

完成工事未収入金 ※2
 9,003

※2
 9,937

売掛金 103 140

未成工事支出金 90 102

商品及び製品 191 180

販売用不動産 59 72

不動産事業支出金 ※1
 482

※1
 482

仕掛品 0 0

材料貯蔵品 115 102

短期貸付金 7 －

前払費用 36 51

未収入金 458 565

未収消費税等 － 187

差入保証金 63 24

その他 33 11

貸倒引当金 △174 △171

流動資産合計 15,392 15,929

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 1,048

※1
 1,048

減価償却累計額 △217 △240

建物（純額） 831 808

機械及び装置 1,626 1,532

減価償却累計額 △1,483 △1,431

機械及び装置（純額） 142 101

車両運搬具 39 41

減価償却累計額 △29 △34

車両運搬具（純額） 9 7

工具器具・備品 321 313

減価償却累計額 △270 △258

工具器具・備品（純額） 50 55

土地 ※1
 1,580

※1
 1,580

リース資産 101 135

減価償却累計額 △64 △78

リース資産（純額） 37 56

有形固定資産合計 2,651 2,609

無形固定資産

電話加入権 19 19

施設利用権 0 0

ソフトウエア 4 4

リース資産 8 6

ソフトウエア仮勘定 111 296

無形固定資産合計 144 326
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 355

※1
 384

関係会社株式 0 0

出資金 1 0

長期貸付金 15 15

従業員に対する長期貸付金 122 106

長期営業外未収入金 ※2
 1,139

※2
 678

差入保証金 371 366

破産更生債権等 55 35

長期前払費用 2 1

その他 79 74

貸倒引当金 △1,118 △713

投資その他の資産合計 1,025 948

固定資産合計 3,822 3,885

資産合計 19,214 19,814

負債の部

流動負債

支払手形 2,044 2,208

工事・砕石未払金 ※2
 5,377

※2
 5,768

短期借入金 ※1
 6,362

※1
 6,496

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 492 150

リース債務 22 24

未払金 146 122

未払費用 26 25

未払法人税等 40 45

未払消費税等 56 －

未払事業所税 3 3

未成工事受入金 977 656

前受金 10 10

預り金 28 29

完成工事補償引当金 53 24

工事損失引当金 79 170

賞与引当金 62 53

固定資産購入のための支払手形 5 13

その他 59 90

流動負債合計 15,849 15,893

固定負債

長期借入金 75 75

リース債務 23 38

退職給付引当金 826 870

その他 － 0

固定負債合計 924 984

負債合計 16,774 16,877
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,640 1,640

資本剰余金

その他資本剰余金 202 202

資本剰余金合計 202 202

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 623 1,094

利益剰余金合計 623 1,094

自己株式 △3 △3

株主資本合計 2,462 2,933

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △23 3

評価・換算差額等合計 △23 3

純資産合計 2,439 2,937

負債純資産合計 19,214 19,814
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高

完成工事高 ※1
 28,393

※1
 31,334

砕石事業売上高 536 546

不動産事業売上高 101 ※1
 80

売上高合計 29,030 31,961

売上原価

完成工事原価 ※1, ※2
 26,694

※1, ※2
 29,804

砕石事業売上原価

製品期首たな卸高 157 191

当期製品製造原価 591 494

合計 749 685

製品期末たな卸高 191 180

差引売上原価 557 505

不動産事業売上原価 41 3

売上原価合計 27,293 30,314

売上総利益

完成工事総利益 1,698 1,529

砕石事業総利益又は砕石事業総損失（△） △20 40

不動産事業総利益 60 76

売上総利益合計 1,737 1,647

販売費及び一般管理費

役員報酬 94 102

従業員給料手当 471 457

賞与引当金繰入額 14 11

退職給付費用 66 50

法定福利費 64 75

福利厚生費 19 18

旅費交通費及び通信費 44 41

動力用水光熱費 10 11

事務用品費 36 32

調査研究費 28 26

広告宣伝費 2 3

貸倒引当金繰入額 － 5

貸倒損失 － 3

交際費 15 21

寄付金 0 2

地代家賃 91 87

減価償却費 39 38

修繕維持費 45 41

租税公課 19 33

事業所税 3 3

保険料 1 1

支払手数料 91 95

諸会費 9 17

雑費 17 17

販売費及び一般管理費合計 1,189 1,203

営業利益 548 444
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業外収益

受取利息 9 6

有価証券利息 0 0

受取配当金 0 4

保険配当金 5 6

業務受託手数料 ※1
 3 0

受取事務手数料 9 4

雑収入 10 6

営業外収益合計 38 28

営業外費用

支払利息 138 124

支払手数料 19 15

休止固定資産減価償却費 － 20

雑支出 19 20

営業外費用合計 176 180

経常利益 410 292

特別利益

受取契約精算金 － ※3
 117

貸倒引当金戻入額 53 66

償却債権取立益 － 41

関係会社事業損失引当金戻入額 6 －

特別利益合計 60 224

特別損失

前期損益修正損 ※4
 19

※4
 15

特別契約損失 ※5
 37 －

投資有価証券評価損 2 －

特別損失合計 59 15

税引前当期純利益 411 502

法人税、住民税及び事業税 25 31

当期純利益 386 471
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【完成工事原価報告書】

  
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  3,615
　

13.6
　

4,003
　

13.4
　

Ⅱ　労務費  700 2.6 609 2.0

Ⅲ　外注費  19,363 72.5 22,077 74.1

Ⅳ　経費 ※１ 3,014 11.3 3,114 10.5

（うち人件費）  (2,365)
(8.9)
　

(2,238)
(7.5)
　

計  26,694 100.0 29,804 100.0

      

　（注）※１．経費のうち主なものは次のとおりであります。

科目 前事業年度 当事業年度
 機械経費 430百万円 422百万円
 （うち減価償却費） (35) (33)

２．原価計算方法は個別原価計算により工事ごとに原価を材料費、労務費、外注費及び経費の要素別に分類集

計しております。

【砕石製造原価報告書】

  
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  30 5.2 44 8.9

Ⅱ　労務費  49 8.4 45 9.3

Ⅲ　経費 ※１ 510　  86.4 404　  81.8

（うち人件費）  (49) (8.4) (38) (7.8)

当期製造費用  591 100.0 494 100.0

期首仕掛品棚卸高  0  0  

合計  591  494  

期末仕掛品棚卸高  0  0  

当期製品製造原価  591  494  

　（注）※１．経費のうち主なものは次のとおりであります。

科目 前事業年度 当事業年度
減価償却費  66百万円  32百万円
消耗工具費 136 110

２．原価計算方法は総合原価計算によっております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,640 1,640

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,640 1,640

資本剰余金

その他資本剰余金

前期末残高 202 202

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 202 202

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 236 623

当期変動額

当期純利益 386 471

当期変動額合計 386 471

当期末残高 623 1,094

自己株式

前期末残高 △3 △3

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △3 △3

株主資本合計

前期末残高 2,076 2,462

当期変動額

当期純利益 386 471

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 386 471

当期末残高 2,462 2,933
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 0 △23

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△23 26

当期変動額合計 △23 26

当期末残高 △23 3

評価・換算差額等合計

前期末残高 0 △23

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△23 26

当期変動額合計 △23 26

当期末残高 △23 3

純資産合計

前期末残高 2,076 2,439

当期変動額

当期純利益 386 471

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23 26

当期変動額合計 362 497

当期末残高 2,439 2,937
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【重要な会計方針】

 
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　同左

 (2）その他有価証券

　時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定している）

(2）その他有価証券

　時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定しております）

 　時価のないもの

　移動平均法による原価法

　時価のないもの

　同左

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法

デリバティブ

　時価法

デリバティブ

　　同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

未成工事支出金

個別法による原価法

未成工事支出金

　同左

　 商品及び製品、仕掛品、材料貯蔵品

総平均法による原価法 （貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）

商品及び製品、仕掛品、材料貯蔵品

　　同左

　 販売用不動産、不動産事業支出金

個別法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）

販売用不動産、不動産事業支出金

　　同左

４．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産(リース資産を除く）

：建物は定額法、その他の有形固定資

産は定率法

有形固定資産(リース資産を除く）

：同左

 無形固定資産(リース資産を除く）

：定額法

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法　

無形固定資産(リース資産を除く）

：同左

 リース資産

：所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産について

は、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零として算出する方法に

よっている。

リース資産

：所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産について

は、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零として算出する方法に

よっております。
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前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上している。

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

 (2）完成工事補償引当金

　完成工事に対し予想される無償の補修

費用の発生に備えるため、実績繰入率に

将来の補償見込額を加味して計上して

いる。

(2）完成工事補償引当金

　完成工事に対し予想される無償の補修

費用の発生に備えるため、実績繰入率に

将来の補償見込額を加味して計上して

おります。

 (3）工事損失引当金

　当事業年度末における手持工事のう

ち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金

額を合理的に見積もることができる工

事について、その損失見込額を計上して

いる。 

(3）工事損失引当金

　当事業年度末における手持工事のう

ち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金

額を合理的に見積もることができる工

事について、その損失見込額を計上して

おります。 　　

 (4）賞与引当金

　従業員賞与の支給に備えるため、支給

見込額の当事業年度負担額を計上して

いる。

(4）賞与引当金

　従業員賞与の支給に備えるため、支給

見込額の当事業年度負担額を計上して

おります。

　

 

(5）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上している。

　なお会計基準変更時差異(1,643百万

円)は、15年による均等額を費用処理し

ている。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間の年数による定額法によりそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理するこ

ととしている。

(5）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

　なお会計基準変更時差異(1,643百万

円)は、15年による均等額を費用処理し

ております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間の年数による定額法によりそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。
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前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

６．収益及び費用の計上基準 

　　

（1）完成工事高及び完成工事原価の計上

　 基準 

　当事業年度末までの進捗部分につい　　

て成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の

見積りは原価比例法）を、その他の工事

については工事完成基準を適用してい

る。

　なお、工事進行基準による完成工事高

は20,240 百万円である。

（会計方針の変更）　 

　請負工事に係る収益の計上基準につい

ては、従来、請負金額１億円以上かつ工

期１年超の工事については工事進行基

準を、その他の工事については工事完成

基準を適用していたが、「工事契約に関

する会計基準」（企業会計基準第15号　

平成19年12月27日）及び「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第18号　平成19年12月27

日）を当事業年度より適用し、当事業年

度に着手した工事契約から、当事業年度

末までの進捗部分について成果の確実

性が認められる工事については工事進

行基準（工事の進捗率の見積りは原価

比例法）を、その他の工事については工

事完成基準を適用している。 

　これにより、当事業年度の完成工事高

は696百万円増加し、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益は、それぞれ34百

万円増加している。　　 

（1）完成工事高及び完成工事原価の計上

　 基準 

　 当事業年度末までの進捗部分につい　

　て成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の

見積りは原価比例法）を、その他の工事

については工事完成基準を適用してお

ります。

　なお、工事進行基準による完成工事高

は27,927 百万円であります。

──────

７．消費税等の処理方法 　消費税及び地方消費税に相当する額の会

計処理は、税抜方式によっている。

　消費税及び地方消費税に相当する額の

会計処理は、税抜方式によっておりま

す。
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前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっている。ただし、

金利スワップの特例処理の適用条件を

満たす金利スワップについては特例処

理を採用している。

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。た

だし、金利スワップの特例処理の適用条

件を満たす金利スワップについては特

例処理を採用しております。

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　

　金利キャップ、金利スワップ

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　

　同左

 　ヘッジ対象

　借入金

　ヘッジ対象

　同左

 (3）ヘッジ方針

　当社の社内規定に基づき、金利変動リ

スクをヘッジしている。

(3）ヘッジ方針

  当社の社内規定に基づき、金利変動リ

スクをヘッジしております。

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を

確認することにより、有効性を評価して

いる。ただし、特例処理によっている金

利スワップについては有効性の評価を

省略している。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を

確認することにより、有効性を評価して

おります。ただし、特例処理によってい

る金利スワップについては有効性の評

価を省略しております。

９.その他財務諸表作成の

　 ための重要な事項

(1）不動産事業支出金の取得原価に算入

した支払利息

(1）不動産事業支出金の取得原価に算入

した支払利息

 　支払利息は、原則として期間費用処理

しているが、特定の大型長期開発事業に

要した資金に対する正常な開発期間の

支払利息については、取得原価に算入し

ている。

　支払利息は、原則として期間費用処理

しているが、特定の大型長期開発事業に

要した資金に対する正常な開発期間の

支払利息については、取得原価に算入し

ております。

 　当事業年度は算入すべき支払利息はな

い。

　当事業年度は算入すべき支払利息はあ

りません。

 当事業年度末残高に含まれている支

払利息の額

当事業年度末残高に含まれている支

払利息の額

  16百万円  16百万円
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【会計方針の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　　　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基

　　準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及

　　び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

　　（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）

　　を適用しております。

　　　これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期

　　純利益に与える影響はありません。　　　

　

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（損益計算書）

イ.　前事業年度において区分掲記していた「受取地代家

　 賃」は、当事業年度において、金額的重要性が乏しい

　 ため、営業外収益の「雑収入」に含めて表示してる。　

　　 なお、当事業年度の「雑収入」に含まれている「受

　 取地代家賃」は、０百万円である。

ロ.  前事業年度において営業外費用の「雑支出」に含め

　 て表示していた「支払手数料」は、当事業年度におい

   て営業外費用の10/100を超えたため、区分掲記した。

     なお、前事業年度の営業外費用の「雑支出」に含ま

   れている「支払手数料」は15百万円である。

──────
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

※１．このうち担保に供している資産及び担保付借入金は

次のとおりである。

※１．このうち担保に供している資産及び担保付借入金は

次のとおりであります。

(1）借入金に対する担保差入資産 (1）借入金に対する担保差入資産

不動産事業支出金 102百万円

建物 778 

土地 1,404 

投資有価証券 56 

計 2,342 

不動産事業支出金 102百万円

建物 758 

土地 1,404 

投資有価証券 68 

計 2,334 

(2）担保付借入金 (2）担保付借入金

短期借入金 4,200百万円

長期借入金(１年以内返済

予定の長期借入金)
150 

計 4,350 

短期借入金 4,396百万円

　 　 

　 　 

  

※２．関係会社項目 ※２．関係会社項目

　　　　関係会社に対する主なものは次のとおりである。 　　　　関係会社に対する主なものは次のとおりであります。

　　　（1）流動資産 　　　（1）流動資産

受取手形 254百万円

完成工事未収入金 1,020 

受取手形 410百万円

完成工事未収入金 1,932　　

　　　（2）固定資産 　　　（2）固定資産

長期営業外未収入金 199百万円 長期営業外未収入金 186百万円

　　　（3）流動負債 　　　（3）流動負債

工事・砕石未払金 1,076　百万円　

　

工事・砕石未払金 1,609　百万円　

　

────── 　３．保証債務

　　　　下記の会社の分譲マンション販売に係る手付金等

　　　受領額に対して、信用保証会社へ保証を行っており

　　　ます。　

　 ㈱ホームズ 54百万円

㈱エイビス 6 

合計 60 
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１.関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

いる。

※１.関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

売上高 5,914百万円 売上高 10,466百万円

売上原価 5,261 売上原価 9,984 

業務受託手数料 3 　 　 

※２．完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入額

　 15百万円

※２．完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入額

　 128百万円

────── ※３．受取契約精算金は、自ら保有する和歌山県和歌山市

新庄の販売用不動産について、期限内においての売却

が不成就となり、当社、阪急電鉄株式会社及び株式会社

長谷工コーポレーションとの間で締結した、平成19年

４月27日付「株式譲渡契約書」（平成19年３月26日付

「基本合意書」（当社と株式会社長谷工コーポレー

ションが建築工事に係る共同施工体制の構築等の業務

提携を行うことについて、当社、阪急電鉄株式会社及び

株式会社長谷工コーポレーションとの間で締結）より

承継）に基づき発生した精算金であります。

※４．前期損益修正損の内訳は次のとおりである。

過年度工事かし補修費用 19百万円

※４．前期損益修正損の内訳は次のとおりであります。

過年度工事かし補修費用 15百万円

※５． 特別契約損失は、共同企業体協定書未締結の工事に

おける、構成員脱退申し入れの和解に伴う損失額であ

る。

──────
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 32  1 － 34

合計 32  1 －   34

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加1千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。  

 

当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 34   1 － 36

合計 34   1 －     36

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加1千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。  

 

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　主として、砕石事業における生産設備、ホストコン

ピュータ及びコンピュータ端末機

（「機械及び装置」、「車輌運搬具」及び「工具器具

・備品」）である。　

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　主として、砕石事業における生産設備、ホストコン

ピュータ及びコンピュータ端末機

（「機械及び装置」、「車輌運搬具」及び「工具器具

・備品」）であります。　

（イ）無形固定資産

　ソフトウェアである。

（イ）無形固定資産

　ソフトウェアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりである。

②　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。
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（有価証券関係）

前事業年度（平成22年３月31日）

　　子会社株式（貸借対照表計上額　0百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、記載していない。

当事業年度（平成23年３月31日）

　　子会社株式（貸借対照表計上額　0百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、記載しておりません。　

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産   

繰越欠損金 750百万円

棚卸資産評価損額 1,364 

減損損失 517 

貸倒引当金損金算入限度超過額 383 

退職給付引当金 335 

その他 223 

繰延税金資産小計 3,575 

評価性引当額 △3,575 

繰延税金資産合計 － 

繰延税金資産   

繰越欠損金 705百万円

棚卸資産評価損額 1,364 

減損損失 517 

貸倒引当金損金算入限度超過額 179 

退職給付引当金 353 

その他 237 

繰延税金資産小計 3,358 

評価性引当額 △3,358 

繰延税金資産合計 － 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）   

永久に損金算入されない項目 2.6 

住民税均等割 6.1 

評価性引当額の減少 △43.0 

その他 △0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
6.1 

 

法定実効税率 40.6％

（調整）   

永久に損金算入されない項目 2.8 

住民税均等割 6.2 

評価性引当額の減少 △43.2 

その他 △0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
6.2 

 

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。 　
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 74.45 89.65

１株当たり当期純利益（円） 11.80 14.38

 　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

　（注）算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

 
前事業年度末

(平成22年３月31日)　
当事業年度末

(平成23年３月31日)　

純資産の部の合計額（百万円） 2,439 2,937

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額

（百万円）
2,439 2,937

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株）
32,765 32,763

　　　  ２．１株当たり当期純利益

 
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当期純利益（百万円） 386 471

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 386 471

期中平均株式数（千株） 32,765 32,764

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項はありません。 
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他有

価証券

（株）みなと銀行 989,493 147

関西国際空港（株） 1,580 79

関西高速鉄道（株） 1,020 51

首都圏新都市高速鉄道（株） 1,000 50

横浜高速鉄道（株） 200 10

国際文化公園都市（株） 1,500 9

（株）アメニティ・サービス・関西 350 7

（株）正和製作所 117,000 5

（株）福岡建設会館 3,600 2

（株）日建トータルプラン 90 2

その他8銘柄 34,549 3

計 1,150,382 369

【債券】

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他有

価証券
第２７１回利付国債 15 15
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 1,048 - - 1,048 240 23 808

機械及び装置 1,626 21 114 1,532 1,431 59 101

車両運搬具 39 2 0 41 34 5 7

工具器具・備品 321 27 34 313  258 21 55

土地 1,580    - - 1,580 - - 1,580

リース資産 101 46 12 135 78 26 56

有形固定資産計 4,717 97 162 4,652 2,042 136 2,609

無形固定資産        

電話加入権 19 - - 19 - - 19

施設利用権 0 - - 0 - - 0

ソフトウェア  21 2 4 19 15 3 4

リース資産 16 - 4 12 6 2 6

ソフトウェア仮

勘定
111 185 - 296 - - 296

無形固定資産計 168 188 8 348 21 5 326

長期前払費用 15 - 8 7 6 1 1

繰延資産 - - - - - - -

繰延資産計 - - - - - - -

 

【引当金明細表】
 

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 1,292 173 349 232 885

完成工事補償引当金 53 24 4 48 24

工事損失引当金 79 128 24 12 170

賞与引当金 62 53 62 - 53

（注）１．貸倒引当金の当期減少額のその他は、一般債権に対する貸倒実績率に基づく洗替による戻入額166百万円及び

回収による戻入額66百万円であります。 

２．完成工事補償引当金の当期減少額のその他は、補償見込額の減少による取崩22百万円及び実績繰入率に基づ

　　く洗替による戻入額が26百万円であります。 

３．工事損失引当金の当期減少額のその他は、工事損益の改善による個別設定額の戻入による減少額でありま

　　す。 
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

(イ)現金預金

種類 金額（百万円）

現金 3

預金  

当座預金 2,304

普通預金 663

通知預金 550

別段預金 0

定期預金 250

小計 3,769

合計 3,773

(ロ)受取手形

(a) 相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

　㈱長谷工コーポレーション 410

㈱ルネサンス 27

　清水建設㈱ 10

　㈱市橋商店 6

　幸栄建材㈱ 3

その他 10

合計 468

(b) 決済月別内訳

決済月 金額（百万円）

平成23年４月 103

５月 129

６月 85

７月 150

８月 －

９月以降 －

合計 468
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(ハ)完成工事未収入金

(a) 相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

　大阪府 2,095

　㈱長谷工コーポレーション 1,932

　国土交通省　 1,591

  ㈱エイビス 1,000

　中日本高速道路㈱ 958

その他 2,359

合計 9,937

(b) 完成工事未収入金滞留状況

平成23年３月計上額 　　　9,754百万円

平成22年３月以前計上額 182

合計 9,937

(ニ)売掛金（砕石販売）

(a) 相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

　阪急産業㈱ 74

　太平洋セメント㈱ 8

　㈱市橋商店 7

　前田道路㈱ 6

　㈱高津組 5

その他 39

合計 140

(b) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

期首残高（百万円） 当期売上高（百万円） 当期回収高（百万円） 期末残高（百万円）

103 573 537 140

項目  

期末残高（百万円）  140

月平均売上高（百万円）  47

滞留率（ヶ月）
期末売掛金残高
────────
月平均売上高

2.9

回収率（％）
当期回収高

───────────
期首残高＋当期売上高

79.2

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。
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 (ホ)未成工事支出金

期首残高（百万円） 当期支出額（百万円）
完成工事原価への振替額

（百万円）
期末残高（百万円）

90 29,817 29,804 102

期末残高の内訳は次のとおりであります。

材料費 49百万円

労務費   －

外注費    25

経費    27

合計     102

(ヘ)商品及び製品

内訳 金額（百万円）

砕石 180

合計 180

(ト)販売用不動産及び不動産事業支出金

区分
販売用不動産 不動産事業支出金

土地面積（㎡） 金額（百万円） 土地面積（㎡） 金額（百万円）

大阪府 － － 173,554 482

和歌山県 1,094 72 － －

神奈川県 － － 15 0

合計 1,094 72 173,569 482

(チ)仕掛品

品名 金額（百万円）

原石 0

合計 0

(リ)材料貯蔵品

内容 金額（百万円）

工事仮設材料 75

砕石事業設備部品等 27

合計 102
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(ヌ)長期営業外未収入金 

相手先 金額（百万円）

　セトル㈱ 269

  大拓林業㈱　 186

大和開発㈱  111
㈱第一プロパレス 52
㈱ジャック 26
その他 31

合計 678
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 ②　負債の部

(イ)支払手形

(a) 相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

　阪急産業㈱ 103

　㈱ハセック 90

　ヒロセ㈱ 74

　宮本電気工事㈱ 67

　三光設備工業㈱ 48

その他 1,824

合計 2,208

(b) 決済月別内訳

決済月 金額（百万円）

平成23年４月 475

５月 573

６月 594

７月 565

８月 －

９月以降 －

合計 2,208

(ロ)工事・砕石未払金

相手先 金額（百万円）

　㈱長谷工コーポレーション 1,609

　㈱吉田組 205

　阪和興業㈱ 144

　新品川商事㈱ 143

　㈱奥村組 133

その他 3,533

合計 5,768
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(ハ)短期借入金

相手先 金額（百万円）

㈱りそな銀行 1,250

㈱三井住友銀行 1,250

㈱三菱東京UFJ銀行 1,250

㈱池田泉州銀行 580

住友信託銀行㈱ 500

その他 1,666

合計 6,496

　

(ニ)未成工事受入金

相手先 金額（百万円）

国土交通省 389

大阪市 115

(独)水資源機構 94

たかつじ商事㈱ 38

(社)大阪港振興協会 8

その他 10

合計 656

　　　　

（３）【その他】

　特記すべき事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

 

 

（特別口座） 

大阪市北区堂島浜１丁目１番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

 

株主名簿管理人

 

 

（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 　　　　　　　　　　　　　──────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

日本経済新聞

なお、決算公告に代えて、貸借対照表・損益計算書を当社ホームページに掲

示しております。

http://www.morigumi.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

　（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を請求

する権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以外

の権利を有しておりません。　
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 　 当社は、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　（１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書　

　　　　事業年度（第77期）（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）平成22年６月25日近畿財務局長に提出

　 (２）内部統制報告書及びその添付書類

　　　　事業年度（第77期）（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）平成22年６月25日近畿財務局長に提出

　 (３）有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

　　　　平成22年９月７日近畿財務局長に提出

　　　　事業年度（第77期）（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で

　　　　あります。

　（４）四半期報告書及び確認書

　　　　（第78期第１四半期）（自 平成22年４月１日　至 平成22年６月30日）平成22年８月10日近畿財務局長に提出

　　　　（第78期第２四半期）（自 平成22年７月１日　至 平成22年９月30日）平成22年11月10日近畿財務局長に提出 

    　　（第78期第３四半期）（自 平成22年10月１日　至 平成22年12月31日）平成23年２月10日近畿財務局長に提出

　（５）臨時報告書

　　　　平成22年６月30日近畿財務局に提出

　　　　「金融商品取引法」第24条の５第４項及び「企業内容等の開示に関する内閣府令」第19条第２項第９号の２

　　　　（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時報告書であります。　  

　　　　平成22年８月２日近畿財務局に提出

　　　　「金融商品取引法」第24条の５第４項及び「企業内容等の開示に関する内閣府令」第19条第２項第12号及び

　　　　第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象の発生）に基づく臨

　　　　時報告書であります。　　　　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成22年６月25日

株式会社　森　組   

 取締役会　御中  

 あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 脇田　勝裕　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 桑本　義孝　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社森組の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社森組及び連結子会社の平成22年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社森組の平成22年3月31日

現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する

責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財

務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、

評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん

でいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社森組が平成22年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制

報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る

内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以　上

　※１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管している。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成23年６月24日

株式会社　森　組   

 取締役会　御中  

 有限責任 あずさ監査法人 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 脇田　勝裕　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 桑本　義孝　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社森組の平成22年4月1日から平成23年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社森組及び連結子会社の平成23年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社森組の平成23年3月31日

現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する

責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財

務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、

評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含ん

でいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社森組が平成23年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制

報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る

内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以　上

　※１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書

  平成22年６月25日

株式会社　森　組   

 取締役会　御中  

 あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 脇田　勝裕　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 桑本　義孝　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社森組の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第77期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社森

組の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以　上

　※１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管している。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書

  平成23年６月24日

株式会社　森　組   

 取締役会　御中  

 有限責任 あずさ監査法人 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 脇田　勝裕　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 桑本　義孝　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社森組の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第78期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行

われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務

諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社森

組の平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以　上

　※１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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